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本hࢽ ۀ日の石油産ࠓ はɦ、石油࿈盟が൒世ل以上にΘたりץ行をଓ͚て

いるࢠ࡭で、消費ऀのօ༷をはじめ޿くؔ の現ঢ়やۀて、石油産͚޲各Ґに܎

成して࡞৽の৘ใをお஌らͤするためにຖ年࠷界のऔり組みにͭいてۀ

います。

2026年2月຤からの中東৘੎ۓഭ化により、ΤωルΪー輸ૹのཁিである

ϗルϜζւڦがࣄ実上෧࠯され、世界のΤωルΪーڙ給に大きな影響を

༩えることとなりました。石油ۀ界はϗルϜζւڦ֎からの代ସ調ୡに࠷大

。給֬อにऔり組Μでいますڙし、石油の҆定༺׆౒めるとともに、උ஝もݶ

また、世界的なީؾมಈ対ࡦのಈきの中で日本でもʮ2050年カーϘϯ

χϡーτラルʯを目ࢦすことがએݴされたことをड͚、石油࿈盟では2021年

3月にʮ石油ۀ界のカーϘϯχϡーτラルに͚޲たビジϣϯ（目ࢦす࢟）ʯをࡦ定

（2022年12月վ定）し、ࣾ ձશମのカーϘϯχϡーτラル実現にݙߩする

ため、さま͟まなऔり組みに௅戦しています。

本ࢽは石油産ۀをऔりרくさま͟まなಈ޲にͭいて、ಡみやすさに配ྀし、

؆ܿにઆ໌することを心ֻ͚、దٓվగしています。

本ࢽが石油およͼ石油産ۀに対するਖ਼しいཧղの一ॿとなれ͹޾いです。

2026年9月
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2025年の世界の原油生産量は、1億59万バレル/日となっており、その

うち、アメリカ、サウジアラビア、ロシアがいずれも1千万バレル/日を

超え、この3か国で世界の原油生産量の4割以上を占めています。

産油国で構成される組織として、OPEC（石油輸出国機構）がありま

す。OPECは、石油市場を支配していた国際石油資本に、産油国として

共同で対抗することを目的として、サウジアラビア等の中東産油国を

中心に1960年に設立されました。その後加盟国を増やしたOPECは、

73年の第四次中東戦争の際には、石油価格の大幅引き上げを実現

し、国際カルテルとして大きな影響力を行使しました。

1980年代になって、OPECに属さない産油国からの原油が増産され

るようになり、また消費国で石油先物市場が開設され、石油価格決定

の主導権が市場に移っていくと、OPECは各加盟国に生産量を割り当

てる生産調整を開始し、需給調整を通じて石油価格を維持するように

なりました。さらに2010年代に入り、シェールオイルの生産が本格化

し、アメリカのシェアが増大したことで石油需給が一層緩和すると、

OPECは、2016年12月にロシアやメキシコ等の産油国とも協調して

需給調整を行うOPECプラスという枠組みを設立して、石油価格への

影響力の維持を図っています。

（注）：1.NGL（天然ガス液）を含む
2.中立地帯はサウジアラビア、クウェートに含まれる
3.OPEC諸国の「その他」はリビア、ベネズエラ、コンゴ、ガボン、赤道ギニア
4.OPECプラス諸国の「その他」はオマーン、アゼルバイジャン、マレーシア、バーレーン、南スーダン、ブルネイ、スーダン
5.2026年5月よりUAEがOPECから脱退 （上記グラフは現在の構成としてOPECにUAEは含めていない） 出所：Energy Institute資料を元に作成

■ 世界の原油生産量（2025年）

OPECプラス計
51,214 
（50.9%）

O P E C 計 30,172（30.0%）

非OPEC計 21,042（20.9%）

非OPECプラス計
49,376
（49.1%）

単位：千バレル/日

世界合計
100,590
（100％）

ロシア
10,737
（10.7%） 

アメリカ
21,065（20.9%） 

カナダ 6,164（6.1%） 

UAE 4,207（4.2%） 

カタール 1,838（1.8%）

その他
非OPEC
プラス諸国
9,717（9.7% ）

ノルウェー 2,045（2.0%）

中国 4,340（4.3%） 

その他OPECプラス諸国 2,556（2.5%）
メキシコ 1,780（1.8%）

ブラジル 3,881（3.9%）
カザフスタン 2,088（2.1%）

サウジアラビア
11,408（11.3%） 

イラン 5,184（5.2%） 

イラク 4,396（4.4%） 

クウェート 2,820（2.8%）
ナイジェリア 1,760（1.7%） 
アルジェリア 1,517（1.5%） 

その他OPEC諸国 3,087（3.1%） 

1.世界の原油生産量

第1章 国際石油情勢

■OPEC加盟国の概要

※1 アラブ首長国連邦は当初アブダビ首長国として加盟、ガボンは1995年1月に一時脱退したが2016年7月に再加盟
※2 NGL(天然ガス液)は含まない
※3 第38回OPEC・非OPEC閣僚級会合(2024年12月5日)で決定された2026年末までの公式原油生産目標(イラン･リビア･ベネズエラは減産を免除)
※4 石油製品輸出を含む
※5 アラブ首長国連邦は2026年5月にOPECおよびOPECプラスから脱退

政治体制 OPEC
加盟年※1

面積 人口
（2025年）

原油埋蔵量
（2025年）

原油生産量
（2025年）※2 生産目標※3 原油輸出量

（2025年）
石油輸出額
（2025年）※4

千km2 百万人 百万バレル 千バレル/日 千バレル/日 千バレル/日 百万ドル
アルジェリア 共和制 1969 2,382 47.25 12,200 936 1,007 475 22,379 
コンゴ 共和制 2018 342 6.49 1,811 271 277 255 6,336 
赤道ギニア 共和制 2017 28 1.64 1,100 46 70 49 1,196 
ガボン 共和制 1975 268 2.31 2,000 227 177 206 5,151 
イラン イスラム共和制 1960 1,648 87.50 208,600 3,263 - 1,666 45,335 
イラク 共和制 1960 438 47.02 140,000 3,775 4,431 3,258 88,576 
クウェート 首長制 1960 18 5.24 101,500 2,470 2,676 1,329 61,159 
リビア 暫定政権 1962 1,760 6.98 48,363 1,372 - 1,212 29,807 
ナイジェリア 連邦共和制 1971 924 237.50 37,010 1,432 1,500 1,396 54,301 
サウジアラビア 君主制 1960 2,150 36.01 267,200 9,480 10,478 6,432 213,727 
ベネズエラ 共和制 1960 916 33.37 303,701 1,081 - 699 18,212 
アラブ首長国連邦※5 首長国連邦制 1967 84 11.62 120,000 3,119 3,519 2,878 73,663 

OPEC計 (12か国) 10,957 522.92 1,243,485 27,472 24,135 19,854 619,843 

項 目

国 名

出所：OPEC等
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�.原油Ձ֨のಈ޲

出所：財務省貿易統計、石油連盟（注）：原油CIF価格（＄/B）と為替レートは石油連盟試算による参考値

為替レート（円/$）原油CIF（円/ℓ）原油CIF（$/B）■輸入原油価格と為替レートの推移（月平均）

原油
CIF

年度平均

価格

為替

＄/B
円/ℓ

円/＄

2005

55.8
39.7

113.2

2006

63.5
46.7

116.8

2007

78.7
56.3

113.8

2008

90.5
58.5

102.8

2009

69.4
40.4

92.5

2010

84.2
45.4

85.7

2011

114.2
56.7

78.9

2012

113.9
59.4

82.9

2013

110.0
69.2

100.0

2014

90.4
61.3

107.8

2015

48.8
37.0

120.7

2016

47.5
32.5

108.8

2017

57.0
39.8

111.0

2018

72.2
50.3

110.8

2019

67.8
46.4

108.8

2020

43.4
28.9

105.8

2021

77.2
54.6

112.3

2022

102.7
87.2

135.0

2023

86.0
77.9

144.0

2024

82.4
79.1

152.6

2025

71.4 
67.6 

150.5 

0

50

100

150

200

2015102005 06 07 08 09 11 12 13 14 16 17 21 2218 19 23 24 2025年度

2008年8月

為替レート 108.2円/$
原油CIF  92.0円/ℓ
原油CIF 135.1$/B

2022年7月

為替レート 136.0円/$
原油CIF  99.6円/ℓ
原油CIF 116.4$/B

原油価格は、需給バラϯスの影響をड͚て上Լする΄か、஍੓ֶ

リスΫの影響をड͚ます。22年2月にはロシアによるウΫライφ৵߈

およͼそれに対するԤถॾ国のൃࡋ੍ࡁܦಈ等をड͚、原油価格は

3月に一࣌120υル/バレルを超えるਫ४となりました。26年3月には

中東৘੎ۓഭ化により一࣌170υル/バレルまで上ঢし、࢙ 上ߴ࠷஋

をه࿥しました。

Θが国は原油の΄΅す΂てをւ֎から輸入しており、輸入原油価格

（๵қ౷ܭの原油C*'価格）は国際市場の影響をड͚ます。

さらにυルݐての原油価格をԁݐてにࢉ׵するに当たってはҝସ

レーτの影響もड͚るため、ԁ҆になると価格が上がることになります。

24年と26年にはԁ૬場は一࣌的に160ԁ/υルのਫ४を超え、

輸入価格に影響を༩えています。

1973 201005009590858075 15 2025年
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ドバイ
スポット価格

アラビアンライト
ネットバック価格※2

アラビアンライト
スポット価格

アラビアンライト
公式販売価格※1

単位：ドル/バレル■中東原油価格の推移（月平均）

出所：各種資料より石油連盟作成
※1 公式販売価格：1974年10月までは公示価格（P.P.）、74年11月にOPECは新たに公式販売価格（OSP）を設定（公示価格×0.93）
※2 ネットバック価格：製品得率および製品の市場価格から逆算した原油の評価価格

第1次
石油危機
（73年10月～）

第2次
石油危機

（78年10月～）

イラン革命（79年2月）

イラン･イラク
戦争勃発
（80年9月）

プラザ合意
（85年9月）

OPEC、固定価格制実施（87年2月）

イラン･イラク
戦争停戦
（88年8月）

イラクのクウェート侵攻
（90年8月）

アジア通貨危機
（97年7月）

同時多発テロ
（01年9月）

イラク戦争勃発（03年3月）

ハリケーン「カトリーナ」（05年8月）

サブプライムローン問題顕在化
（07年8月）

原油価格最高値
（08年7月） リーマンショック

（08年9月）

OPEC協調減産決定
（08年12月）

アラブの春発生
（10年12月）

シェールオイルの増産

サウジ、ロシア等4か国増産凍結合意
（16年2月）

OPECプラス
協調減産決定
（16年12月）

新型コロナウィルス
感染拡大（20年2月）

ロシアのウクライナ侵攻
（22年2月）

中東情勢緊迫化（26年3月）

ୈ1ষࡍࠃ�ੴ油৘੎
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2025年に世界でར༻された一次ΤωルΪー（ڙ給量）は600E+

（原油154�9ࢉ׵億LὙ）となりました。国ผでは中国、ถ国、イϯυ、ロシア

のॱにଟく、上Ґ2か国でશମの4割以上、4か国で5割以上にୡします。

日本はこれらの国に次いで5൪目ですが、શ世界の3ˋऑఔ౓です。

શ世界での化石೩ྉの割߹は8割以上、石油は໿3෼の1となる

201E+（同51�9億LὙ）であり、一次ΤωルΪーڙ給の࠷大のシェアを占め

ています。ถ国では໿4割が石油で、石油が࠷もଟく使Θれている国と

なりました。また、中国やイϯυでは石୸が、ロシアではఱવΨスが

一次ΤωルΪーの൒෼以上を占める一ํ、ϑラϯスでは原ࢠ力が4割

以上となっています。

■石油確認埋蔵量と可採年数の推移
単位：十億バレル/年(生産量)単位：十億バレル（埋蔵量）

出所：Energy Institute資料を元に作成

51 50 50505054464844423730

2018 2019201620152010200520001995199019851980 2017
可採年数
［R/P］ 53

2020年0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

0
5
10
15
20
25
30
35
40
45

2,000 50

石油確認埋蔵量（年末）［R］
石油生産量 （年間）［P］

774683

1,736 1,7351,6901,6841,637

1,3731,301
1,099

1,001

1,728 1,732

34.7 34.733.733.5
30.429.9

27.324.823.7

23.0
20.9

33.8 32.6

.̐世界のҰ࣍ΤωϧΪʔڅڙ

஍Լにଘࡏするす΂ての石油の量はʮ資ݯ量（3FTPVSDFT）ʯといい、

この資ݯ量のうち、すでにൃݟされたもので、かͭࡁܦ的ɾٕ ज़的に

年਺ʯとは࠾औՄೳな量をʮຒଂ量（3FTFSWFT）ʯといいます。またʮՄ࠾

石油がׇރする年਺というҙຯではなく、現ࡏのٕज़とੑࡁܦの

Լで۷࠾Մೳであるとߟえられる石油ຒଂ量を、その年の石油生産

量で割ったࢉࢼ஋です。Մ࠾年਺は、ٕ ज़ֵ৽による۷ํ࠾๏のਐา

や৽ن油ాのൃݟ、油価上ঢによるੑࢉ࠾の޲上等から増加する

もので、原油価格や౷ܭのऔりํによってもมಈする਺஋です。

.̏ੴ油のຒଂ量ͱՄ࠾೥਺

単位：原油換算 百万㎘、内訳は％■世界の一次エネルギー供給構成比（2025年）

出所：Energy Institute資料を元に作成（注）：原油換算係数は0.0258㎘/GJ
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35.0
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天然ガス 25.1

石油 33.5

原子力 5.2 世界計
15,488百万㎘
（600,313PJ）

世界計
15,488百万㎘
（600,313PJ）

米国インドロシアドイツフランスイギリス日本
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ୈ1ষࡍࠃ�ੴ油৘੎
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米国

■中東情勢緊迫化以降の原油調達ルート

出所：経済産業省資料より石油連盟作成

エクアドル

メキシコ

アラスカ（米国）

カナダロシア

オーストラリア

ブルネイ

マレーシア

オマーン

UAE

クウェート

南スーダン

サウジアラビア

原油輸送代替ルート原油輸送代替ルート

ペルシャ湾ペルシャ湾
ホルムズ海峡ホルムズ海峡

バベルマンデブ海峡バベルマンデブ海峡 アラビア海アラビア海

パイプラインパイプライン
紅海紅海

フジャイラ港
（アラブ首長国連邦）

ヤンブー港
（サウジアラビア）

代替ルート

（注）：ルートは平時の一般的な航路を例示しており実際の航路と必ずしも一致しない。

ୈ1ষࡍࠃ�ੴ油৘੎

シェールオイルとは、ࡏདྷܕの油ాよりもਂい஍層にあるทؠ

（シェール）層に෧じࠐめられている石油のことで、そのଘࡏは以લから

֬ೝされていましたが、生産コスτやٕज़上の໰୊から঎ۀ生産が

ਐみまͤΜでした。しかし、2010年代に入ると、ทؠ層にਫѹでώビを

入れて石油をճऩするਫѹഁٕࡅज़やਫฏ۷ٕ࡟ज़といった生産開

ൃٕज़がൃୡɾී したこと、原油価格が上ঢしたことによって、ถ国ٴ

を中心にシェールオイルの開 ɾൃ増産がٸ଎に実༻化されました。

それに൐い、ถ国の原油生産量はٸ増し、現ࡏでは世界一の産油

国となっています。ถ国のシェールオイルの生産量は、20年に৽ܕ

コロφウイルスײછ֦大等による石油需ཁのݮٸをड͚てݮগしま

したが、25年には໿930万バレル/日となり、シェールオイルのみで世界

の原油生産量の9ˋを占めるまでにࢸりました。

日本は原油の9割以上を中東から輸入していましたが、26年2月຤

からの中東৘੎ۓഭ化によりϗルϜζւڦを通ߤすることがࠔ೉に

なったため、中東のϗルϜζւڦ֎およͼଞ஍Ҭからの代ସ調ୡに

औり組Μでいます。

中東から日本までのߤ࿏は໿1�2万LNあり、ϖルシア࿷಺で原油を

アラビアւ、イϯυ༸、東ೆ、ڦしたλϯカーの場߹、ϗルϜζւࡌੵ

アジアのϚラοカɾシϯΨϙールւڦを主にߤ行し、໿3िؒか͚て

日本に౸ணします。代ସ調ୡ先の一ͭであるถ国本౔からは、大ܕ

λϯカーがߤ行できるت๬ๆճりでยಓ໿55日をཁします。

■シェールオイル生産量（米国）の推移

※生産量シェアは、米国シェールオイル生産量÷原油生産量世界合計
出所：EIA（米国エネルギー情報局）、Energy Instituteを元に作成

単位:千バレル/日

世界の原油生産量に
占めるシェア※

シェールオイル生産量

0％
2％
4％
6％
8％
10％
12％
14％
16％

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

18％9,000
20％10,000

2024 2025年20232022202120192017201520132011

9,089 9,345
8,666

7,896
7,252

7,617

4,7904,581

2,851

1,126

9.49.4 9.39.39.09.08.48.48.08.0

５.25.05.0
3.33.3

1.31.3

�.γΣʔϧΦΠϧの୆಄

�.ੴ油のγʔϨʔϯ
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単位：％（内訳）、原油換算百万㎘（合計）■エネルギー源別最終消費の推移

出所：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、見通しは「第7次エネルギー基本計画」（2025年2月）

再生可能・
未活用

電力

熱

天然ガス・
都市ガス

石炭

石油

0 100 200 300 400

1990年度 35055.6 0.420.37.54.212.0

2000 40955.2 0.422.17.65.49.3

2010 37949.4 0.225.47.37.99.9

2013 36349.0 0.325.36.98.110.4

2019 33447.7 0.325.87.28.910.1

2020 31247.5 0.327.36.98.79.3

2023 297

2040
（見通し） 260～270

46.7

（燃料・熱） （電力）

9.6 8.8 7.2 27.4 0.3

2024 29145.8 9.4 9.3 6.9 28.1 0.4

2024年౓の国಺の࠷ऴΤωルΪー消費は、લ年౓ൺ2�0ˋݮの

11
280P+（原油2ࢉ׵億9133万὚）となりました。ΤωルΪーݯผでは、

石油はલ年౓ൺ3�8ˋݮの5
171P+（同1億3353万὚）となりました。

また、ి 力は0�6ˋ増の3
171P+（同8189万὚）となりました。

一次ΤωルΪー国಺ڙ給は、લ年౓ൺ0�5ˋݮの17
461P+（同4億

5095万὚）となりました。その಺、石油（-P(ؚΉ）はલ年౓ൺ3�7ˋݮの

6
028P+（同1億5568万὚）となり、ڙ給に占める割߹は、લ年౓より

ඍݮの34�5ˋとなりました。

2024年౓のిݯ構成にお͚る石油Ր力の割߹は、લ年౓7�4ˋから

7�2ˋとなりました。東日本大਒ࡂ以߱、原ࢠ力ൃిのՔಇがఀࢭした

෼を石油等のՐ力ൃిがิってきましたが、15年౓には石油Ր力の

割߹は10年౓以དྷ࠶ͼ1割をԼճりました。

単位：％（内訳）、原油換算百万㎘（合計）■一次エネルギー国内供給の推移

出所：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、見通しは「第7次エネルギー基本計画」（2025年2月）を元に作成（注）：国内供給は、総供給から輸出と在庫変動を控除したもの

石炭

天然ガス

石油

原子力

水力

［参考］
総供給計

0 100 200 300 600400 500

2040
（見通し） 420～44021～28 10～12 18～21 11～12 25～31 4～5

1990年度 508 52256.0 16.9 10.5 9.6 4.2 3.0

2000 587 61149.2 18.5 13.5 12.6 3.3 3.0

2010 568 60140.3 22.7 18.2 11.2 3.3 4.4

2013 544 57242.8 25.2 23.3 3.2 5.2
0.4

1.8
2019 494 52937.1 25.3 22.4 2.8 3.5 8.8

2020 464 48236.5 24.6 23.8 3.7 9.6

480453
451 477

-

35.6 24.4 20.7 4.1 3.7 11.52023
34.5 24.6 21.0 3.6 11.74.52024

水素等

再生可能・
未活用

1.Θ͕ࠃのΤωϧΪʔध࣮څ੷

9882023 7.4 28.5 32.7 8.5 7.6 15.3

単位：％（内訳）、十億kWh（合計）■電源別発電電力量の推移

出所：電気事業連合会、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、見通しは「第7次エネルギー基本計画」（2025年2月）※太陽光、風力、地熱、バイオマス

水力

原子力

天然ガス

石炭

石油等

0 200 400 600 800 1,000 1,200

1990年度 0.20.2 73811.928.6 9.7 22.2 27.3

2000 9.6 0.6 94010.7 18.4 26.4 34.3

2040
（見通し） 40～50 1,060～1,20030～40（火力発電） 20

2010 7.3 1,1492.28.6 27.8 29.0 25.1

2019 7.8 1,01810.46.3 31.9 37.3 6.3

2020 9996.3 31.0 38.9 3.9 7.9 12.0

2013 1,08532.9 40.9 7.3 3.514.4

9912024 7.2 28.1 32.2 9.4 7.4 15.6 再生可能
エネルギー※

0.9

第�章 国಺石油धڅಈ޲
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ୈ�ষࠃ�಺ੴ油धڅಈ޲

■原油輸入量（2025年度）

〈中東依存度93.1％〉
出所：資源エネルギー庁「資源･エネルギー統計」

1億
3771
万㎘

サウジ
アラビア
42.4%

アラブ
首長国連邦
41.1%

クウェート 5.4%
カタール 3.3%

オマーン 0.4%
中立地帯 0.4% アメリカ 4.8%

エクアドル 1.1%
スーダン 0.3%
東南アジア
0.4%
その他
0.3%

■中東依存度・OPEC依存度の推移 単位：百万㎘（輸入量）、％（依存度）

出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」、石油連盟

0

50

100

150

200

250

300

60

70

80

90

100

（百万㎘） （％）

2010 201520052000 20222020199519901985198019751973 2024 2025
年度

136

92.0

77.5

289

92.992.9

78.2

263

89.289.2

71.4

249

86.286.2

68.8

197

71.671.6 71.5

238

78.078.0

78.6

266

79.779.7
87.1

255

87.687.6
89.1

249

90.090.0

84.084.0

214

86.6
195

82.5

83.783.7

82.082.0
86.786.7

95.2

157

95.9

136
90.8

93.1

138
89.3

第1次
石油
危機

第2次
石油
危機

湾岸
危機

イラク
戦争

中東依存度

OPEC依存度

原油輸入量

■原油の国別輸入比率の推移

出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」

単位：％

マレーシア
2.3

ブルネイ 3.0

中東 77.5

中東 71.4

中東以外 22.5

中東以外 28.6

288,609千㎘

249,199千㎘

238,480千㎘

254,604千㎘

214,357千㎘

194,515千㎘

136,463千㎘

137,706千㎘
2025

2020

2015

2010

2000

1990

1980

1973
年度

サウジアラビア
19.9

サウジアラビア
33.0

インドネシア
15.0

その他
4.5

中国
3.8

アラブ首長国連邦
10.8

アラブ首長国連邦
14.7

クウェート
8.2

ブルネイ
3.5

その他
2.4

インドネシア
14.7

ナイジェリア 1.9

イラン
31.0

その他 0.4

中東 93.1

サウジアラビア
42.4

アラブ首長国連邦
41.1

クウェート
5.4

その他 1.3バーレーン 1.5

中東 92.0 中東以外 8.0

中東以外 6.9

エクアドル 1.9
ロシア 3.6

サウジアラビア
42.5

アラブ首長国連邦
29.9

クウェート
8.6

カタール
8.3

その他
2.5

エクアドル 1.1
アメリカ 4.8

その他
1.0

その他 0.6イラク 1.6

その他
5.8

中東 82.5 中東以外 17.5

メキシコ 1.5インドネシア 2.2

サウジアラビア
33.8

イラン
5.0

ロシア
8.1

アラブ首長国連邦
25.3

クウェート
7.8

カタール
8.4

イエメン 0.3

その他
2.7

中立地帯 1.9
イラク 3.3 オマーン 2.7

中立地帯 0.4
カタール 3.3 オマーン 0.4

136,294千㎘
2024

中東 95.9

アラブ首長国連邦
43.6

サウジアラビア
40.1

クウェート
6.4

中東以外 4.1

エクアドル 1.2
アメリカ 1.9

その他
1.0

中立地帯0.7
カタール 4.1 オマーン 1.0

中東 86.6 中東以外 13.4

スーダン 1.2インドネシア 2.4

サウジアラビア
29.2

イラン
9.8

ロシア
7.1

アラブ首長国連邦
20.9

クウェート
7.0

カタール
11.6

その他
3.4

オーストラリア 1.4

中東 87.1 中東以外 12.9

イエメン 0.1イラク 1.4
サウジアラビア

21.6

インドネシア 4.8 中国 2.2
ベトナム 1.1

イラン
11.5

中立地帯
5.4

アラブ首長国連邦
25.6

クウェート
7.4

カタール
9.6

オマーン
4.5

その他
1.4

ブルネイ 1.1
ベトナム 1.2

マレーシア 2.1

中東 71.5 中東以外 28.5

イラク 2.0 イエメン 0.1

サウジアラビア
19.5

インドネシア
12.6

メキシコ
3.7

中国
6.5

中立地帯
3.5

アラブ首長国連邦
21.4

カタール
6.0

オマーン
6.4

中立地帯
5.3

オマーン1.9

イラク
5.5

中立地帯
5.4

クウェート 3.5 カタール 3.5 イラン 2.3 バーレーン 0.0

オマーン
3.5

クウェート 1.9

イラン
10.7

2025年౓の原油輸入量は、લ年౓ൺ1�0ˋ増の1億3771万὚となり

ました。原油の輸入ݩを஍Ҭผにݟると、中東஍Ҭが93�1ˋを占めて

います。国ผでは、輸入量のଟいॱに、サウジアラビア（શ輸入量の

42�4ˋ）、アラϒट௕国࿈๜（同41�1ˋ）、Ϋウェーτ（同5�4ˋ）、カλール

（同3�3ˋ）となっており、上Ґ2か国でશ輸入量の໿8割以上、4か国で

9割以上を占めています。

�.原油の༌ೖ
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単位：千バレル/日 単位：％

■原油処理能力と設計能力稼働率の推移（年度平均）

出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」、石油連盟

設計能力稼働率（％）

原油処理能力（千バレル/日）

製油所数
（年度末）

50

40

90

100

70

80

60

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

48 49 49 46 44 44 36 30 27 27 26 25 23 23 22 22 22 22 21 21 21 20 19 19

5,274

79.2

4,627

77.7

4,559

74.2

3,917

82.8

3,804
3,519 3,519

90.1
86.2 86.4

3,519 3,490

68.7

3,458

73.4

84.8

3,947

82.44,391

78.5

4,478

75.9

4,767

87.2

5,221

79.4

4,552

77.3

4,973

62.3

5,940

66.0

5,940

70.7

5,410

85.2

2010 2011 201520142013201220052000199519901985198019751973 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025年度

75.8

3,286

74.0
77.1

3,140
3,395

79.2

3,110

出光興産（北海道製油所）140,000

ＥＮＥＯＳ（水島製油所）350,200

ＥＮＥＯＳ（仙台製油所）145,000

コスモ石油（千葉製油所）214,000
大阪国際石油精製（千葉製油所）155,100
出光興産（千葉事業所）200,000

富士石油（袖ケ浦製油所）143,000

鹿島石油（鹿島製油所）175,000 ※

ＥＮＥＯＳ（川崎製油所）249,100
東亜石油（京浜製油所）60,000

ＥＮＥＯＳ（根岸製油所）153,000

出光興産（愛知事業所）163,000

コスモ石油（四日市製油所）86,000
昭和四日市石油（四日市製油所）225,000

太陽石油（四国事業所）138,000

単位：バレル/日

出所：石油連盟※鹿島石油（鹿島製油所）の数値には、コンデンセートスプリッターの処理能力を含む

製油所数：19か所
原油処理能力計：3,110,400バレル/日

（約494,500㎘ /日）

ＥＮＥＯＳ（麻里布製油所）128,000
［和木町］

ＥＮＥＯＳ（大分製油所）136,000
［大分市］

コスモ石油（堺製油所）100,000
ＥＮＥＯＳ（堺製油所）150,000

■製油所の所在地と原油処理能力（2026年4月1日時点）

［市原市］

［苫小牧市］

［袖ケ浦市］

［川崎市］

［横浜市］

［神栖市］

［仙台市］

［今治市］

［倉敷市］

［堺市］

［四日市市］

［知多市］

ୈ�ষࠃ�಺ੴ油धڅಈ޲

石油੡඼のڙ給には、石油੡඼を輸入するํ๏と、原油を輸入して

国಺で石油੡඼にਫ਼੡するํ๏（消費஍ਫ਼੡ํࣜ）があります。Θが

国のڙ給ମ੍のࠜװは消費஍ਫ਼੡ํࣜです。このํࣜは、大ܕのλϯ

カーで大量に原油を輸ૹすることでコスτを௿ݮできること、国಺の

需ཁ構଄に߹Θͤて石油੡඼の生産割߹を一定ఔ౓調整できること、

国಺のجڥ؀४等にద߹した඼࣭の調整が༰қであること、࣌ٸۓ

への対Ԡに༏ҐੑがあることなͲ、ଟくのメリοτがあります。

2025年౓に国಺で産出した原油は36万὚でした。これは、石油ਫ਼

੡ऀۀの原油ॲཧ量1億3908万὚の0�3ˋ、およそ1日෼に૬当する

量にす͗ず、Θが国は原油の΄΅す΂てをւ֎から輸入しています。

そのため国಺の੡油ॴはす΂てԊ؛෦にॴࡏしています。੡油ॴは

19かॴあり、1日当たりの原油ॲཧೳ力は311万バレル（໿49�5万὚）

です。石油੡඼の需ཁݮগに൐い、੡油ॴの਺、原油ॲཧೳ力もݮ

গ޲܏でਪ移しています。

�.Θ͕ࠃのੴ油څڙମ੍
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ガソリン

ナフサ

ジェット燃料油

灯油

軽油

A重油

B・C重油

単位：％■石油製品（燃料油）の生産得率の推移

出所：資源エネルギー庁「資源･エネルギー統計」を元に作成

（注）：1.本項の得率は、各油種の生産量÷原油処理量により算出
2.C重油の生産量からは重油消費計（精製用自家消費燃料、A・B重油含む）を差し引いている
3.原油処理、製品生産には精製業者以外も含まれる

0 10 20 30 60 9080705040 100

重質留分中間4品軽質留分

1973年度 91.710.7 12.1 8.91.5 7.0 7.2 44.3

1980 91.215.1 9.2 10.42.0 9.4 9.1 36.0

1990 90.820.9 5.8 11.52.3 16.3 12.9 21.1

2000 91.523.5 7.5 11.74.4 17.4 11.9 15.3

2010 92.528.0 9.6 9.46.7 20.6 7.8 10.4

2020 9.0 4.6 9.4 23.5 8.1 8.9 94.731.2

2024 96.731.0 8.7 24.5 7.2 8.49.5 7.3

2025 96.530.6 8.9 25.4 6.6 8.39.8 6.9

■製油所の精製工程（概略）

重質軽油

減圧軽油

アスファルト

プロピレン
常
圧
残
油

減
圧
残
油

重質ナフサ

軽質ナフサ

分解ナフサ、分解軽油等残油熱分解装置
（コーカー）

分解ナフサ、分解軽油等

C重油
ピッチ

コークス

プロピレン

A重油

軽油

灯油
ジェット燃料油

LPG

BTX

ガソリン

残油水素化分解装置（H-OIL）

石
油
化
学
工
程
へ

ナフサ脱硫装置

接触改質装置

残油接触分解装置（RFCC）

アルキレーション装置

重油脱硫装置
（直接脱硫装置）

異性化装置

軽油脱硫装置

灯油脱硫装置

減圧軽油脱硫装置
（間接脱硫装置） 接触分解装置（FCC）

❷❸

常
圧
蒸
留
装
置（
ト
ッ
パ
ー
）

原
油

❶❷❸

❶❷❸

❶❷❸

ピッチ溶剤脱れき装置（SDA）
❷

❷❸

減圧蒸留装置
（バキューム）

ナフサ留分

灯油留分

軽油留分

（注）：1.エネルギー供給構造高度化法に基づく告示（原油等の有効な利用に関する石油精製業者の判断基準）の対象設備
　❶ 1次告示対象装置（重質油分解装置）　❷ 2次告示対象装置（残油処理装置）　❸ 3次・4次告示対象装置（特定残油処理装置）
2.実際の装置構成は製油所ごとに異なる

脱硫装置

蒸留装置

改質装置等

分解装置

芳香族製造装置

੡油ॴで原油をॲཧして石油੡඼を生産するまでの主な石油ਫ਼੡

プロηスは、ᶃ原ྉから෸఺のҧいによってさま͟まな成෼に෼཭

するʮৠཹʯ、ᶄ原ྉからེԫ෼をআڈするʮ୤ེʯ、ᶅ原ྉをより࣭ܰ

（௿෼ࢠ）な෼ࢠ構଄にม׵するʮ෼ղʯ、ᶆ原ྉの化ֶ݁߹をม化

さͤるʮվ࣭ʯ等に෼ྨされます。

石油は、原油からෳ਺の੡඼（Ψιリϯ、౮油、ܰ 油、ॏ油等）がそれ

ͧれあるఔ౓の割߹（ಘ཰）で同࣌に生産されるʮ࿈産඼ʯというಛੑ

があり、原油からಛ定の੡඼͚ͩを生産することはෆՄೳです。一ํ

で、需ཁにおいてはΨιリϯ、౮油、ܰ 油等のいΘΏるʮന油ʯの割߹が

増加しています。このため、ܰ ࣭な原油をબ୒したり、ॏ油を෼ղして

Ψιリϯやܰ油のࡐجにするなͲして需ཁのม化に対Ԡしています。

2025年౓の石油੡඼（೩ྉ油）生産量は、લ年౓ൺ2�9ˋ増の1億

3603万὚となりました。生産ಘ཰は、ܰ ࣭ཹ෼が໿40ˋ、中ؒ4඼が

໿48ˋ、ॏ࣭ཹ෼໿8ˋ、೩ྉ油ܭで໿97ˋとなっています。

�.ੴ油੡඼の生産

ୈ�ষࠃ�಺ੴ油धڅಈ޲
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消費஍ਫ਼੡ํࣜを࠾༻するΘが国において、੡඼輸入はิ׬的な

石油のڙ給खஈであり、ඞཁにԠじてؖ国をはじめۙྡのアジアॾ国

から輸入しています。たͩし、φϑサにͭいてはྫ֎で、石油化ֶձࣾ

がΤνレϯ等の石油化ֶ੡඼の原ྉとして中東産油国をはじめさま

͟まな国からφϑサをಠࣗに輸入しています。そのため、国಺需ཁの

໿64ˋを輸入で࿫っており、ಥ出してଟくなっています。なお、国಺

市場にڙ給されない国際ઢۭߤ機や֎ߤધഫに給油するために

輸入（Ϙϯυ輸入）したジェοτ೩ྉ油やॏ油等はこれらの੡඼輸入

਺量にはؚまれまͤΜ。

石油੡඼の輸出਺量は、ジェοτ೩ྉ油や#ŋCॏ油、ܰ 油がଟい޲܏

となっています。これは日本国಺で国際ઢۭߤ機にڙ給したジェοτ

೩ྉ油や、֎ߤધഫにڙ給したॏ油等が輸出（Ϙϯυ輸出）として

。にありますܠ上されていることがഎܭ

単位：％

出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」

■主要石油製品の国別輸入比率(2025年度)

（注）：ボンド輸入（国際線航空機、外航船舶に供給するために輸入したもの）を含まない

ガソリン ナフサ 灯 油 軽 油 重 油

韓国
93.2

輸 入
21,535
千㎘

輸 入
1,729
千㎘

輸 入
1,542
千㎘

輸 入
536
千㎘

台湾 6.7

輸 入
4,180
千㎘

アメリカ
0.0

中国 2.9
シンガポール 2.4 マレーシア 1.2

UAE
27.7

カタール
20.8クウェート

20.7

韓国
9.7

ペルー 6.2

アメリカ 4.1

インド3.0

バーレーン
2.3

その他 5.7

中国
46.7

韓国
53.3

韓国
92.7

マレーシア 0.2

マレーシア
53.6

シンガポール
11.3

台湾 0.4
中国 4.3
ブルネイ 2.8

シンガポール
0.0

韓国
28.4

�.ੴ油੡඼の༌ೖɾ༌ग़

単位：％

　出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」

■主要石油製品の国別輸出比率(2025年度)

（注）：ボンド＝国際線航空機、外航船舶向け供給分

ガソリン 灯 油 軽 油 重 油ジェット燃料油

輸 出
3,837
千㎘

輸 出
416
千㎘

韓国
72.2

輸 出
6,617
千㎘

輸 出
8,241
千㎘

輸 出
8,759
千㎘

ボンド
92.8

韓国
46.1

シンガポール
31.3

フィリピン 5.1

マレーシア
7.3

その他 6.5
その他 2.2
香港 1.0

アメリカ 4.3バングラデシュ
3.8

中国
23.4 オーストラリア

32.6

バングラデシュ
15.7

韓国
12.2

ニュージーランド 8.7

ボンド
51.7

中国
28.6

韓国
13.8

シンガポール 3.8
マレーシア 0.8香港 0.9
ベトナム 0.4アメリカ 2.9

カナダ 1.1
アルゼンチン 1.2
その他 2.8

フィリピン
15.5

チリ 6.7

香港 2.9

中国 1.8

単位：千㎘■石油製品（燃料油）の輸出量

出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」（注）：ボンド輸出（国際線航空機、外航船舶向け供給分）を含む

2025年度 28,206

0 5,000 10,000 15,000 20,000 35,00025,000 30,000

336
3,837 6,617 8,2138,759 416

27
2024年度 24,185

44
3,278 4,622 6,7088,389 1,022

123

B・C重油
A重油
軽油
灯油
ジェット燃料油
ナフサ
ガソリン

29,733
468210

4,180 21,535 1,729
68
1,542

単位：千㎘■石油製品（燃料油）の輸入量

出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」（注）：ボンド輸入（国際線航空機、外航船舶に供給するために輸入したもの）を含まない

2025年度

33,820
63260

4,861 23,086 3,380
71

2,1002024年度

0 5,000 10,000 15,000 20,000 35,00025,000 30,000 B・C重油

A重油

軽油

灯油

ジェット燃料油

ナフサ

ガソリン
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単位：千㎘■石油製品（燃料油）の国内需要の推移

出所：資源エネルギー庁「資源・エネルギー統計」※燃料油計の最大値は1999年度、ガソリンの最大値は2004年度

ガソリン

ナフサ

ジェット燃料油

灯油

軽油

A重油

B・C重油

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

2023 144,60544,505 36,160 31,227 6,65311,836 9,842

1973年度 36,240 21,930 16,759 111,00719,30627,223

1,673

234,138

1980 209,219
2,967

26,297 23,566 21,564 79,19921,08334,543

1990 218,012
3,739

31,423 26,701 37,680 46,62327,06644,783

1999 245,96657,251 29,949 33,50529,15148,004 43,468

4,639
※

2000 243,218
4,611

47,686 29,924 41,745 31,36429,51658,372

2004 237,24561,476 ※ 49,026 27,977 38,203 29,100 26,556

4,906

2010 196,019
5,153

46,699 20,349 32,891 17,34315,42558,159

2019 49,304 42,550 13,627 10,15633,754 161,9207,378

5,151

2020 151,95345,524 14,49840,323 32,027 10,226 6,622

2,733

4,383

2024 138,06843,639 34,050 30,741 4,58811,092 9,709

4,237

2025 136,58543,609 33,458 11,027 30,760 9,212 4,297

4,221

2012 197,77056,207 43,172 18,884 33,391 13,759 28,382

3,974

2025年౓の石油需ཁは、೩ྉ油ܭでલ年౓ൺ1�1ˋݮの1億3659

万὚となりました。油छผでは、Ψιリϯは同0�1ˋݮ、φϑサは同1�7ˋ

ܰ、ݮˋ౮油は同0�6、ݮˋジェοτ೩ྉ油は同0�4、ݮ 油は同0�1ˋ増、

"ॏ油は同5�1ˋݮ、#ŋCॏ油は同6�4ˋݮで、ܰ 油以֎はલ年౓ൺݮと

なりました。

石油੡඼の需ཁは、ਓݮޱগ、লΤωٕज़のਐల、೩費のվળ、೩ྉ

స׵等によりݮগ޲܏でਪ移しています。需ཁのϐーΫであった1999

年౓から44ˋのݮগとなっており、ࠓ後もݮগがࠐݟまれています。

�.ੴ油੡඼のधཁ

ୈ�ষࠃ�಺ੴ油धڅಈ޲

主
な
用
途

石
油
製
品

（
燃
料
油
）

ガソリン ナフサ ジェット燃料油 灯油 軽油 A重油 B・C重油

乗用車、
軽トラック、

オートバイの燃料

プラスチック等の
石油化学製品の

原料

航空機の燃料 ストーブ、
ファンヒーター、
給湯器の燃料

トラック、
バス、
乗用車、
建設機械、

農業機械の燃料

工場のボイラー
（小・中型）、
ビルや農業用
ハウスの暖房、
小型船舶の燃料

大型船舶、
工場のボイラー
（大型）、

火力発電の燃料

■石油製品（燃料油）の主な用途
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੡油ॴで生産された石油੡඼は、੡油ॴから௚઀または中جܧ஍

である油૧ॴをܦ༝してൢചڌ఺である44（サービスステーシϣϯ）や

需ཁՈに輸ૹされます。この際、ಧ͚先の立஍、औѻ量、輸ૹڑ཭等に

Ԡじて、಺ߤλϯカーɾమಓ（λϯΫं）ɾλϯΫローリーといったさま

͟まな輸ૹखஈが׆༻されています。

಺ߤλϯカーによる輸ૹは、ધഫによりྟւ஍۠ؒのւ上輸ૹを

行うもので、੡油ॴから油૧ॴへのసૹ、または੡油ॴɾ油૧ॴから

需ཁՈへの௚઀ൢചの際にར༻されており、大量かͭ௕ڑ཭輸ૹに

༏れています。輸ૹ量は1੭当たり1
000ʙ7
000὚ఔ౓となります。

మಓによる輸ૹは、λϯΫंとݺ͹れるઐ༻՟ंでฤ成されたྻं

によりྟւ஍۠の੡油ॴから಺཮஍Ҭの油૧ॴへసૹする際にར༻

されており、಺཮஍Ҭに対して一౓に大量の石油੡඼を輸ૹすること

がՄೳです。輸ૹ量としてはλϯΫं1୆当たり60὚ఔ౓、1ྻंで

1
200὚ఔ౓となります。

λϯΫローリーによる輸ૹは、ࣗ ಈंにより཮上輸ૹを行うもので、

੡油ॴɾ油૧ॴから44や需ཁՈへの຤୺輸ૹの際にར༻されています。

1୆当たりの輸ૹ量は໿20὚ʙ࠷大で30὚となっており、಺ߤλϯ

カー、λϯΫंにൺ΂るとগ量ではありますが、機ಈੑ、ॊೈੑに

༏れているというࣗಈं輸ૹとしてのಛੑを༗しています。

そのଞの輸ૹखஈとして、東ژ࿷಺の千༿ߓと成ాۭؒߓでは໿

47LNにٴͿύイプライϯが設ஔされており、成ాۭߓに対するۭߤ

೩ྉのڙ給が行Θれています。

石油を消費ऀのݩへಧ͚るため、こうしたଟ༷な輸ૹखஈを׆༻し

ています。

● 原油を貯蔵するためのタンク
貯油能力 ： 36,456千㎘
タンク基数 ： 512基
（2020年3月末） ● 石油製品を生産するための設備

製油所数 ： 19か所 
精製能力 ： 311万バレル（約49.5万㎘）/日
（2026年3月末）

● 石油製品（燃料油）の輸送手段　 輸 送

出所：資源エネルギー庁、全国内航タンカー海運組合、日本石油輸送（株）、石油連盟資料を元に作成

精 製

原油貯蔵・備蓄

■石油のサプライチェーン（物流・流通経路）

● 原油輸入のためのタンカー
延運航隻数 ： 405隻（2025年度）
＊隻数は平均船型を基に算出した推計値

輸 入

●SS（サービスステーション）
26,412か所（2026年3月末）
＊可搬式を含む

販 売タンク車
1,247両（2026年3月末）

内航タンカー
582隻（2026年3月末）

タンクローリー 油槽所

�.ੴ油のαϓϥΠνΣʔϯ
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国಺のΨιリϯൢച量は、ਓݮޱগやࣗಈंの೩費޲上等の構଄

的ཁҼにより、ݮগ޲܏にあります。さらに、ࠓ後はిࣗؾಈ （ंE7）や

プラάイϯϋイϒリου （ंP)7）、೩ྉి஑ࣗಈ （ं'C7）等の次世代

ࣗಈंの増加もߋなるݮগཁҼとࠐݟまれています。さらに石油੡඼

の需ཁݮগによるڝ争ܹ化等により、44（サービスステーシϣϯ）の

਺はϐーΫをܴえた1994年౓຤の60
421かॴから2025年౓຤には

26
412かॴへとݮগがଓいています。資ݯΤωルΪーிでは、一ͭの

市ொଜ಺において44਺が3かॴ以Լとなった࣏ࣗମをʮ44աૄ஍ʯと

して調ࠪしていますが、24年౓຤࣌఺では381市ொଜとなり、લ年౓຤

から9市ொଜ増加しました。44աૄ஍において஍Ҭが一ମとなって

՝୊ղ決にऔり組Ή一ॿとなるよう、資ݯΤωルΪーிはʮ44աૄ஍

対ࡦϋϯυϒοΫʯをऔりまとめています。

44がݮগするなか、大きなࣗવ֐ࡂがൃ生する͝とに、೩ྉڙ給

機とܖ本஍਒を۽఺となる44が஫目されます。੓෎は、16年4月のڌ

して、ࣗ Ոൃి設උをඋえ、ఀ ి࣌においてもՄೳなݶりܧଓして

ඃࡂ஍Ҭのॅຽのํʑ͚޲に೩ྉڙ給を行うʮॅຽڌ఺44ʯの整උを

ਐめています。26年3月຤࣌఺でશ国の44のうち൒਺を超える

14
215かॴがॅຽڌ఺44となっています。

一ํ、1998年4月にυライバーの給油ۀ࡞を一定の༗資格ऀがࢹ؂

する༗ਓํࣜのηルϑ44が導入されて以དྷ、ϑルサービス44にൺ΂て

ޮ཰的なӡӦがՄೳであることから、その਺は増加し、2024年౓຤

には10
915かॴ、44શମに占めるීٴ཰は໿40ˋになっています。

また44にお͚るۀ຿のޮ཰化ɾଟ֯化のため、19年4月からは44に

お͚る԰֎での物඼ൢച等のۀ຿がՄೳになるとともに、ηルϑ44に

おいてスλοϑがϞバイル୺຤を使༻して給油ڐՄを行えるように

なりました。26年2月からはηルϑ44にお͚るۀࢹ؂຿に"*を׆༻する

ことがೝめられ、༗ਓをલఏに定められた৚݅Լで"*システϜがࣗ

ಈで給油ڐՄを行うことがՄೳとなりました。

この΄かにもܦӦڥ؀のม化に対Ԡするため、44においてコϯビχ

Τϯススτア等のଞۀछళฮのซ設や、カーリースのऔりѻいなͲ、

44にお͚る෇加価஋ൢചのڧ化とܦӦのޮ཰化に͚޲たऔり組みが

ਐめられています。

�.44Λ८ΔܦӦڥ؀のมԽ

■SS（給油所）数の推移

出所：資源エネルギー庁、石油情報センター（注）：2025年度末のセルフ給油所数（内数）は2026年8月末時点で未公表

給油所数

セルフ給油所数（内数）

27,414 27,009

0

10,000

20,000
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40,000

50,000

60,000

22 231994 96 98 2000 02 04 06 08 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 24

26,412

2025
年度末

27,963

10,721 10,91510,829

85 422
2,523

4,104
6,162

7,774 8,449 8,596 8,862 9,275 9,530 9,728 9,856 9,928 10,100 10,320 10,467 10,608

60,421 59,615
56,444

53,704
51,294

48,672
45,792

42,090
38,777 37,743

36,349
34,706 33,510 32,33331,467 30,747 30,070 29,637 29,005 28,475

■SS（給油所）過疎地の推移

出所：資源エネルギー庁
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Θが国の石油産ۀに対する੍نは、1962年7月に੍定されたʮ石油

̓、本๏としてج๏ʯをۀ 定ڙ給を࠷༏先にਐめられてきました。その

後、ʮ石油උ஝๏ʯ、ʮൃش油ൢചۀ๏（ൢش๏）ʯ、ʮಛ定石油੡඼輸入࢑

定ાஔ๏（ಛ石๏）ʯが੍定され、行੓ࢦ導をؚめ、石油の生産ɾൢ ചɾ

輸入にΘたるൣ޿な੍نが行Θれてきました。

しかし、ࣾࡁܦձの国際化に߹Θͤて石油ؔ࿈の੍نվֵもஈ֊

的にਐみ、̓ 定ڙ給の֬อとともに、市場原ཧにͮجくޮ ཰的ڙ給の

実現が石油੓ࡦの目ඪとなりました。96年3月のಛ石๏ഇࢭ（石油

੡඼の輸入ࣗ༝化）、2001年12月຤の石油ۀ๏ഇࢭ（需給調整੍نの

ഇࢭ）により、඼࣭֬อ（඼֬๏˞）やඋ஝ٛ຿（石油උ஝๏˞）にお͚る

ࣗ、はࣗ༝化されました。その݁Ռۀをআき、石油産੍ن ༝化と石油

需ཁのݮগをഎܠに、設උ等の߹ཧ化がਐみました。

その後、09年にΤωルΪーڙ給構଄ߴ౓化๏が੍定されると、

石油ਫ਼੡ऀۀに対してバイオ೩ྉの導入や、੡油ॴのॏ࣭油෼ղೳ

力の޲上がٛ຿෇͚られ、ڥ؀ద߹や生産設උのޮ཰化に܎る৽

しい੍نが՝ͤられるようになりました。
˞ ඼֬๏ɿʮൃش油等の඼࣭の֬อ等にؔする๏཯ʯ
˞ 石油උ஝๏ɿʮ石油のඋ஝の֬อ等にؔする๏཯ʯ

石油業法の廃止 　需給調整規制の廃止石油業法の廃止 　需給調整規制の廃止2001年12月

■石油関連規制と規制改革の推移

石油需給適正化法/国民生活安定緊急措置法
（緊急時石油二法）　石油危機の経験を踏まえて制定1973年12月 石油需給適正化法/国民生活安定緊急措置法
（緊急時石油二法）　石油危機の経験を踏まえて制定1973年12月

石油備蓄法　石油の安定供給確保の観点から制定1976年4月 石油備蓄法　石油の安定供給確保の観点から制定1976年4月

揮発油販売業法（揮販法）
ガソリンの安定供給と品質管理の徹底等を目的として制定1977年5月 揮発油販売業法（揮販法）
ガソリンの安定供給と品質管理の徹底等を目的として制定1977年5月

特定石油製品輸入暫定措置法（特石法）
ガソリン・灯油・軽油の輸入を要件を満たす登録事業者に限定

1986年1月 特定石油製品輸入暫定措置法（特石法）
ガソリン・灯油・軽油の輸入を要件を満たす登録事業者に限定

1986年1月

二次精製設備許可の弾力化二次精製設備許可の弾力化1987年7月

ガソリンの生産枠（PQ※）指導の廃止ガソリンの生産枠（PQ※）指導の廃止1989年3月

灯油の在庫指導の廃止灯油の在庫指導の廃止1989年10月

SS建設指導と転籍ルールの廃止SS建設指導と転籍ルールの廃止1990年3月

一次精製設備許可の弾力化一次精製設備許可の弾力化1991年9月

重油関税割当制度（TQ※）の廃止重油関税割当制度（TQ※）の廃止1993年3月

原油処理指導の廃止原油処理指導の廃止1992年3月

特石法の廃止　石油製品の輸入自由化特石法の廃止 石油製品の輸入自由化1996年3月

揮発油等の品質の確保等に関する法律（品確法）
（揮発油販売業法の改正による）
①強制規格、SQマークの導入　②指定地区制度の廃止

揮発油等の品質の確保等に関する法律（品確法）
（揮発油販売業法の改正による）
①強制規格、SQマークの導入　②指定地区制度の廃止

1996年4月

石油備蓄法改正石油備蓄法改正1996年4月

石油製品輸出承認制度見直し
包括承認制の導入・輸出の自由化
石油製品輸出承認制度見直し
包括承認制の導入・輸出の自由化

1997年7月

SSの供給元証明制度の廃止SSの供給元証明制度の廃止1997年12月

有人方式のセルフSS解禁有人方式のセルフSS解禁1998年4月

石油業法
原油輸入の自由化に対応、石油産業の基本法として制定1962年7月 石油業法
原油輸入の自由化に対応、石油産業の基本法として制定1962年7月
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地下貯蔵タンクの漏洩対策の義務付け2011年2月 地下貯蔵タンクの漏洩対策の義務付け2011年2月

品確法の一部改正
特定加工業者の「登録制」「品質確認義務」2009年2月 品確法の一部改正
特定加工業者の「登録制」「品質確認義務」2009年2月

石油備蓄法改正
国内で発生した災害への対応等

2012年11月 石油備蓄法改正
国内で発生した災害への対応等

2012年11月

高度化法に基づく非化石エネルギー源利用の判断基準
2017年度までの揮発油に混和するバイオエタノールの利用目標量設定

2010年11月 高度化法に基づく非化石エネルギー源利用の判断基準
2017年度までの揮発油に混和するバイオエタノールの利用目標量設定

2010年11月

エネルギー供給構造高度化法（高度化法）
石油代替エネルギー法の見直し

2009年8月 エネルギー供給構造高度化法（高度化法）
石油代替エネルギー法の見直し

2009年8月

高度化法に基づく非化石エネルギー源利用の判断基準
2022年度までの揮発油に混和するバイオエタノールの利用目標量設定

2018年4月 高度化法に基づく非化石エネルギー源利用の判断基準
2022年度までの揮発油に混和するバイオエタノールの利用目標量設定

2018年4月

高度化法に基づく非化石エネルギー源利用の判断基準
2023～2027年度までの次世代バイオエタノールの利用目標量設定

2020年4月 高度化法に基づく非化石エネルギー源利用の判断基準
2023～2027年度までの次世代バイオエタノールの利用目標量設定

2020年4月

エネルギー供給構造高度化法の改正
化石エネルギーの有効利用とエネルギー源の環境適合利用の両立

2022年5月 エネルギー供給構造高度化法の改正
化石エネルギーの有効利用とエネルギー源の環境適合利用の両立

2022年5月

高度化法に基づくエネルギー源の環境適合利用の判断基準
2027年度までの揮発油に混和するバイオエタノールの利用目標量設定

2023年4月 高度化法に基づくエネルギー源の環境適合利用の判断基準
2027年度までの揮発油に混和するバイオエタノールの利用目標量設定

2023年4月

高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（4次告示）
減圧蒸留残渣処理率を2028年度までに8.0％程度に引き上げ

2024年12月
高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（4次告示）
減圧蒸留残渣処理率を2028年度までに8.0％程度に引き上げ

2024年12月

高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（1次告示）
重油分解装置の装備率を2013年度までに13％程度まで引き上げ

2010年7月
高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（1次告示）
重油分解装置の装備率を2013年度までに13％程度まで引き上げ

2010年7月

高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（2次告示）
残油処理装置の装備率を2016年度までに50％程度まで引き上げ

2014年7月
高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（2次告示）
残油処理装置の装備率を2016年度までに50％程度まで引き上げ

2014年7月

高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（3次告示）
減圧蒸留残渣油処理率を2021年度に7.5％程度まで引き上げ

2017年10月
高度化法に基づく原油等の有効な利用に関する
石油精製業者の判断基準（3次告示）
減圧蒸留残渣油処理率を2021年度に7.5％程度まで引き上げ

2017年10月

※Product Quota

※Tariff Quota

石油の備蓄の確保等に関する法律（新石油備蓄法）2002年1月 石油の備蓄の確保等に関する法律（新石油備蓄法）2002年1月

（注）： 上図で示したほかに、石油の保安に関する規制として保安4法（消防法、高圧ガス保安法、労働安全衛生法、石油コンビナート等災害防止法）等がある

■石油産業の設備の合理化
販売施設（SS）

単位：か所
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Ԥถオイルメジϟーの世界的࠶ฤのྲྀれや、ಛ石๏ഇࢭ後の国಺

石油ۀ界のڝ争ܹ化等をഎܠに、Θが国石油産ۀにおいても、石油

ਫ਼੡ɾݩചձࣾの࠶ฤに͚޲たಈきがൃ׆化し、1999年4月の日本

石油とࡾඛ石油の߹ซをܖ機にして、աڈにないن໛とスϐーυで

。ฤがਐみました࠶

2002年6月にはΤοι石油、Ϟービル石油が߹ซしΤΫιϯϞービル

༗ݶձࣾがൃ଍しました。原油価格ߴಅとΤωルΪーશମのڝ争が

ܹ化するなか、08年10月に৽日本石油が۝भ石油と߹ซしました。

さらに10年7月にはそれまで上ྲྀからਫ਼੡、物ྲྀ、೩ྉి஑、ٕ ज़開ൃ

までのൣ޿ғな෦໳でۀ຿ఏܞしていたジϟύϯΤφジーとܦӦ

౷߹し+9日߭日石ΤωルΪーがൃ଍し、ߋなる߹ཧ化ɾޮ ཰化に͚޲た

ू໿化ɾܦӦ౒力が行Θれました。また、12年6月、ΤΫιϯϞービル

ジϟύϯάループは日本国಺にお͚る資本ؔ܎をมߋし、৽たに日本

資本による東೩θωラル石油を中心とする、東೩θωラルάループが

始ಈしました。

その後も、ߋなる੡඼ڙ給や物ྲྀのޮ཰化によるڝ争力のڧ化を

目ࢦして、ۀ຿ఏܞやܦӦ౷߹がਐみ、17年2月にコスϞ石油とキάφス

石油が資本ۀ຿ఏܞをక݁、同年4月には+9ΤωルΪー˞1と東೩θω

ラル石油がܦӦ౷߹し、E/EO4˞2がൃ଍しました。さらに19年4月には

出ޫڵ産とত和シェル石油がܦӦ౷߹したことにより、石油ݩചձࣾ

は5ࣾにू໿されました。
˞1ɹ2016年1月に+9日߭日石ΤωルΪーから+9ΤωルΪーに໊ࣾมߋ
˞2ɹ2020年6月に+95(ΤωルΪーからE/EO4に໊ࣾมߋ

■石油元売会社の再編動向（2026年8月時点）

※1 元売ではなく精製専業会社
※2 1984年4月に2社の精製部門を分社化・統合した旧・コスモ石油を設立
※3 1992年12月合併時の社名は日鉱共石、その後93年12月にジャパンエナジーに社名変更
※4 2012年6月1日に東燃ゼネラル石油を中心とした新体制に移行（エクソンモービルはEMGマーケティングに社名変更）
※5 2014年2月4日に三井石油は東燃ゼネラル石油の子会社となりMOCマーケティングに社名変更
※6 2015年10月1日、ホールディングス制（コスモエネルギーホールディングスを設立し、コスモ石油、コスモ石油マーケティング、コスモエネルギー開発を子会社化）に移行
※7 2016年1月1日、JXエネルギーへ社名変更
※8 2019年7月1日、昭和シェル石油の全事業を出光興産に吸収分割
※9 2017年4月統合時の社名はJXTGエネルギー、その後20年6月にENEOSに社名変更

（注）：1.石油元売会社：製油所を所有するか、石油精製会社と資本関係があって石油製品を仕入、自ら需要家に売るか特約店に卸売する会社（法令上の定義ではない）
2.上図で示したほかに、各社間において精製･物流の提携を行っている

大協石油

丸善石油

日本鉱業（精製）

共同石油

昭和石油
昭和シェル石油

シェル石油

太陽石油

東燃ゼネラル
グループエッソ石油

モービル石油

東燃（精製）

ゼネラル石油

三井石油

エクソンモービル
グループ

キグナス石油

2017年5月
資本提携

ジャパンエナジー

東燃ゼネラル石油

エクソンモービル

コスモ石油 コスモ石油

キグナス石油

太陽石油

出光興産
出光興産

昭和シェル石油

日本石油
新日本石油

三菱石油

九州石油 JX日鉱日石
エネルギー

日石三菱

ENEOS

2002年7月社名変更

1985年1月合併

2008年10月
合併 2010年4月

統合

2014年2月
資本譲渡

※4

2010年7月設立 ※7

※8

※5

※6

※9

※1 ※3

※1

1999年4月合併

1992年12月合併

2000年7月合併

2002年6月合併

1986年4月合併 ※2

2017年4月統合

2019年4月統合

出光興産
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■2040年度におけるエネルギー需給の見通し

（注）：電力需要は発電電力量から送配電損失量と所内電力量を差し引いたもの 出所：「第7次エネルギー基本計画」（2025年2月）を元に作成

部門別

エネルギー源別

部門別

エネルギー源別

最終エネルギー消費量
3.6億㎘

発電電力量
1.08兆kWh

省エネ・非化石転換

最終エネルギー消費量
3.1億㎘

発電電力量
1.00兆kWh

エネルギー源別
最終エネルギー消費量
2.6～2.7億㎘程度
発電電力量
1.1～1.2兆kWh程度

2013年度

2022年度

2040年度
（見通し）

石油等 8.4％

原子力 5.6％

産業 46.3％ 業務 16.1％ 家庭 14.6％

石油 49.0％ 石炭 10.4％

天然ガス・都市ガス 8.1％

その他
7.2％

産業45.6％ 業務15.8％ 家庭15.0％

燃料・熱

石油 46.9％

石油等 14.4％ 原子力 0.9％

火力
3～4割程度

石炭
32.9％

原子力2割程度

再生可能エネルギー
4～5割程度

石炭
30.4％

LNG
40.9％

LNG
33.8％

再生可能エネルギー 10.9％

再生可能エネルギー 21.8％

石炭
9.5％

天然ガス・都市ガス 8.8％

その他
7.3％

電力 25.3％

電力 27.5％

電力

火力 88.3％火力 88.3％

火力 72.6％火力 72.6％

運輸 23.0％

運輸23.6％

電力需要 0.99兆kWh電力需要 0.99兆kWh

電力需要 0.90兆kWh電力需要 0.90兆kWh

電力需要 0.9～1.1兆kWh程度電力需要 0.9～1.1兆kWh程度

2002年6月に੍定されたʮΤωルΪー੓جࡦ本๏ʯでは、̓ 定ڙ給の

֬อ（EOFSHZ TFDVSJUZ）、ڥ؀へのద߹（EOWJSPONFOU）、市場原ཧの׆༻

（EDPOPNJD EGGJDJFODZ）の3ͭのج本ํ਑（3E）がࣔされるとともに、Τω

ルΪー੓ࡦのج本的なํੑ޲をࣔすʮΤωルΪーج本ܭըʯを定める

こととされており、03年10月に当ॳܭըがࡦ定（ֳٞ決定）されました。

同ܭըは3年͝とにݕ౼を行いඞཁにԠじてվ定するもので、07年

3月に第2次、10年6月に第3次のܭըがࡦ定されました。

東日本大਒ࡂを౿まえてࡦ定された第4次ܭը（14年4月）では、̓ શ

ੑの֬อ（4BGFUZ）をલఏとしたうえで、ΤωルΪーの҆定ڙ給を第一

とし、ޮࡁܦ཰ੑの޲上による௿コスτでのΤωルΪーڙ給を実現し、

同࣌にڥ؀へのద߹を図るとするʮ4�3EʯがΤωルΪー੓ࡦのج本

的ࢹ఺とされました。また、石油はة機にڧいΤωルΪーとしてその

ॏཁੑが֬࠶ೝされ、࣌֐ࡂにはΤωルΪーڙ給のʮ࠷後のࡆʯとなる、

。とҐஔ෇͚られましたݯしていくॏཁなΤωルΪー༺׆後もࠓ

COP21（15年12月）でύリ協定が࠾୒された後、2050年をݟਾえて

、格を維持しͭͭࠎըのܭը（18年7月）では、第4次ܭ定された第5次ࡦ

2050年に͚޲ては、化石೩ྉはʮ୤୸ૉ化実現までのա౉ظの主力ʯ

とҐஔ෇͚られました。

੓෎のカーϘϯχϡーτラルએݴを౿まえてࡦ定された第6次ܭը

（21年10月）は、ީؾมಈ໰୊への対Ԡと日本のΤωルΪー需給構଄が

๊える՝୊のࠀ෰というೋͭのࢹ఺をॏཁテーϚとして構成され、

カーϘϯχϡーτラルへのԁ׈な移行をਐめͭͭ、কདྷにΘたって

్੾れなくඞཁな資ݯŋ೩ྉを҆定的に֬อするํ਑がࣔされました。

石油にͭいては、Մൖੑ、ஷଂの༰қੑやൃࡂ௚後からඃࡂ஍への

೩ྉڙ給に対Ԡできるという機ಈੑにར఺があるため、࣌֐ࡂには

ΤωルΪーڙ給のʮ࠷後のࡆʯとなることに加え、ฏ࣌のみならずٸۓ

࣌のΤωルΪーڙ給にݙߩする、ʮ国ຽ生׆ɾ׆ࡁܦಈにෆՄܽな

ΤωルΪーݯʯとҐஔ෇͚られました。

25年2月、஍੓ֶリスΫのߴまりや、%9のਐలによるి力需ཁ増と

いった第6次ܭըࡦ定後のঢ়گม化を౿まえ、ʮ(92040ビジϣϯʯの

ํ਑やʮ஍ٿԹஆ化対ܭࡦըʯで定める2040年౓のԹࣨޮՌΨス

定され、ซͤて2040年౓にお͚るࡦըがܭ目ඪにଈした第7次ݮ࡟

ΤωルΪー需給のݟ通しがެදされました。第7次ܭըでは、引きଓき

ʮ4�3Eʯの同࣌ୡ成をΤωルΪー੓ࡦのج本的ࢹ఺としてਾえͭͭ、

カーϘϯχϡーτラルの実現に͚޲て次世代೩ྉのࣾձ実૷を支ԉ

するํੑ޲がࣔされました。

石油にͭいては、需ཁがݮগするなか、੡油ॴの維持を図るとともに

サプライνェーϯのॊೈੑ֬อがॏཁであることや、ඞཁな国಺石油

ਫ਼੡ೳ力を֬อしͭͭ石油උ஝ਫ४を維持することをؚめ、̓ 定

給を֬อしͭͭ現実的なτラϯジシϣϯをਐめるํ਑がఏࣔされڙ

ています。

�.ΤωϧΪʔجຊܭըのվఆ
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2009年7月、石油ґଘ౓の௿ݮのみを目的としたैདྷの石油代ସ

ΤωルΪー๏をݟ௚し、ΤωルΪーڙ給ۀࣄ ۀࣄΨス、石油、ؾిऀ）

ऀ）に対して、ඇ化石ΤωルΪーݯのར༻を֦大するとともに、化石

ΤωルΪー原ྉの༗ޮར༻をଅਐすることを目的としたΤωルΪー

に対してऀۀが成立しました。石油ਫ਼੡（౓化๏ߴ）౓化๏ߴ給構଄ڙ

は、Θが国のॏ࣭油෼ղ૷ஔの૷උ཰（10年౓当࣌は10ˋఔ౓）を13

年౓までに13ˋఔ౓まで引き上げることを目ඪとして、各ࣾの૷උ཰

にԠじてվળ཰をୡ成することをٛ຿෇͚るʮ原油等の༗ޮなར༻に

ؔする石油ਫ਼੡ऀۀの൑அج४ʯが10年7月にࣔࠂされました（ߴ౓化

๏1次ࣔࠂ）。石油ਫ਼੡各ࣾはॏ࣭油෼ղ૷ஔの૷උ཰޲上のため、

ᶃৗѹৠཹ૷ஔのݮ࡟、ᶄॏ࣭油෼ղ૷ஔの৽設ɾ増ڧの組み߹Θ

ͤで対Ԡし、ॏ࣭油෼ղ૷ஔのฏۉ૷උ཰は、13年౓຤࣌఺で13ˋ

ఔ౓まで޲上しました。

14年7月には、目ඪࢦඪである૷උ཰にͭいて、ै དྷのॏ࣭油෼

ղ૷ஔに、ॏ油௚઀୤ེ૷ஔ、ྲྀ ಈ઀৮෼ղ૷ஔ、༹ ୤れき૷ஔをࡎ

加えた࢒油ॲཧ૷ஔ૷උ཰（14年౓当࣌は45ˋఔ౓）とし、この૷උ

཰を16年౓までに50ˋఔ౓まで引き上げることを目ඪとしたߴ౓化๏

2次ࣔࠂがࣔされました。石油ਫ਼੡各ࣾは૷උ཰にԠじてվળ཰を

ୡ成することがٛ຿෇͚られ、目ඪୡ成のखஈとして੡油ॴؒの

࿈ܞや࠶ۀࣄฤによる設උೳ力の༥通もೝめられることとなりました。

また、石油ਫ਼੡各ࣾは目ඪୡ成のための۩ମ的ܭըにおいて、設උ

をگฤのํ਑もซͤてࣔし、そのऔ組ঢ়࠶ۀࣄ൫となるجద化の࠷

定ظ的にใࠂすることとされました。石油ਫ਼੡各ࣾによるऔり組みの

݁Ռ、16年౓຤࣌఺での࢒油ॲཧ૷ஔのฏۉ૷උ཰は50�5ˋとなり

ました。

17年5月の૯߹資ݯΤωルΪー調ࠪձ 資ݯɾ೩ྉ෼Պձにおいて

ʮॏ࣭油෼ղ૷ஔの༗ޮ׆༻（Քಇ཰޲上、੡油ॴؒ࿈ܞ、ೳ力増ڧ

等）をଅし、より一層のॏ࣭油෼ղೳ力の׆༻を実現するʯという

。がࣔされましたࣔࠂ౓化๏3次ߴえํがࣔされ、17年10月にߟ本的ج

石油ਫ਼੡各ࣾは、ݮѹৠཹ࢒ᕓॲཧ཰の実੷にԠじた増加཰をୡ

成することがٛ຿෇͚られ、ࢦඪとしてݮѹৠཹ࢒ᕓ油（73）のॲཧ

཰を21年౓に7�5ˋఔ౓まで引き上げることが目ඪとされました。各

ࣾのऔり組みの݁Ռ、2021年౓の73ॲཧ཰は8�1ˋとなりました。

22年5月にはߴ、 ౓化๏の目的のうちʮඇ化石ΤωルΪーݯのར༻

ଅਐʯがʮΤωルΪーݯのڥ؀ద߹ར༻ʯとվめられました（化石Τω

ルΪー原ྉの༗ޮར༻は維持）。これを౿まえ、4次ࣔࠂでは、3次ࠂ

ࣔのߟえํを౿ऻした࢒油ॲཧೳ力の޲上の΄か、৽たにਫ਼੡プロ

ηスにお͚るCO2ഉ出ݮ࡟のऔり組みがධ価ࢦඪに加えられることと

なりました。24年12月、24年౓から28年౓までの5年ؒを対৅ؒظ

とする4次ࣔࠂがࢪ行されました。

�.ΤωϧΪʔߏڅڙ଄のߴ౓Խ

■エネルギー供給構造高度化法に基づく判断基準（告示）の概要

1次告示 2次告示 3次告示 4次告示

施行 2010年7月5日 2014年7月31日 2017年10月27日 2024年12月20日

期間 2010～2013年度（4年間） 2014～2016年度（3年間） 2017～2021年度（5年間） 2024～2028年度（5年間）

目的 重質油分解装置の装備率向上 残油処理装置の装備率向上 VR※1処理率の向上 ・VR処理率の向上
・精製工程の環境負荷軽減

定義 装備率＝ 装備率＝ VR処理率＝ VR処理率＝

対象
装置

○ 重質油分解装置

 ・ 残油流動接触分解装置（RFCC）
 ・ 残油水素化分解装置（H-OIL）
 ・ 残油熱分解装置（コーカー等）

○ 残油処理装置
 ・ 流動接触分解装置（FCC）
 ・ 残油流動接触分解装置（RFCC）
 ・ 残油水素化分解装置（H-OIL）
 ・ 残油熱分解装置（コーカー等）
 ・ 重油直接脱硫装置（直脱）
 ・ 溶剤脱れき装置（SDA）

○ 特定残油処理装置
 ・ 流動接触分解装置（FCC）
 ・ 残油流動接触分解装置（RFCC）
 ・ 残油水素化分解装置（H-OIL）
 ・ 残油熱分解装置（コーカー等）
 ・ 重油直接脱硫装置（直脱）

○特定残油処理装置
 ・ 流動接触分解装置（FCC）
 ・ 残油流動接触分解装置（RFCC）
 ・ 残油水素化分解装置（H-OIL）
 ・ 残油熱分解装置（コーカー等）
 ・ 重油直接脱硫装置（直脱）

各社
対応

 ・ 常圧蒸留装置の能力削減（廃棄）
 ・ 重質油分解装置の新設･増強

 ・  常圧蒸留装置の能力削減
（廃棄または公称能力削減）
 ・ 残油処理装置の新設･増強

 ・  特定残油処理装置へのVR通油
量の増加

 ・  原油処理量に占める特定残油
処理装置へのVR通油量の割合
の増加

結果 重質油分解装置の平均装備率は
10％程度から13％程度まで向上

残油処理装置の平均装備率は
45％程度から50.5％まで向上

2021年度のVR処理率は
8.1％に向上（目標7.5％）

[2028年度における目標]※2
 ・VR処理率を8.0％程度に引き上げ
 ・CO2排出原単位を1％以上改善

※1 VR （Vacuum Residue）：減圧蒸留残渣油 （真沸点が565℃以上の留分）
※2 VR処理率は2017～19年度平均、CO2排出原単位は2016～19年度平均を基準とする（CO2排出原単位改善目標は補足的なもの）

重質油分解装置能力

常圧蒸留装置能力

残油処理装置能力

常圧蒸留装置能力

特定残油処理
装置のVR通油量

原油処理量

特定残油処理
装置のVR通油量

原油処理量

ୈ�ষɹੴ油産ۀʹؔΘΔΤωϧΪʔ੓ࡦ
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�.ੴ油ʹ܎Δ͞·͟·ͳ੫ۚ

■租税収入に占める石油諸税の割合（2026年度当初予算）

出所:財務省主計局、総務省自治税務局資料等

※1 石油製品関税収入は2024年度輸入実績に基づく石油連盟試算値
※2 法人税には地方法人税、特別法人事業税を含む
※3 所得税には復興特別所得税を含む

自動車税
軽自動車税
自動車重量税

租税総収入
（国税＋地方税）
137兆8127億円

石油諸税計 1.7％

所得税※3
18.7％

法人税※2
16.8％

消費税等 24.7％

住民税
13.1％

固定資産税
7.6％

その他
15.5％

車体課税計
1.8％ ガソリン税

軽油引取税
石油石炭税
石油ガス税
航空機燃料税
石油製品関税※1

石油にはଟஈ֊にΘたってさま͟まな੫ۚが՝されています。まず、

原油およͼ石油੡඼が輸入されたஈ֊で、ؔ ੫（現行は原油はແ੫）

と石油石୸੫が՝ͤられています。石油石୸੫は、石油උ஝や石油開ൃ

ਪਐのݯࡒとして、1978年に石油੫として૑設されました。2003年、

೩ྉؒの੫ෛ୲ߧۉのため՝੫対৅に石୸を௥加する際に石油石୸

੫にվশされ、各೩ྉの৽੫཰が定められました。さらに12年以߱、

஍ٿԹஆ化対ࡦのための՝੫のಛྫにより੫཰が引き上げられました。

さらに、それͧれの੡඼にはΨιリϯ੫（ൃش油੫およͼ஍ํ

ܰ、（油੫ൃش 油引औ੫、ۭߤ機೩ྉ੫、石油Ψス੫（ࣗಈं༻のみ

՝੫）というݸผؒ઀੫が՝されています。これらの石油ॾ੫は໿

2ஹ2700億ԁ（2026年౓当ॳ༧ࢉϕース）にの΅り、国੫と஍ํ੫を

߹Θͤたે੫ऩ入の໿1�7ˋを占めます。この石油ॾ੫に、消費੫໿

1ஹ8700億ԁ（石油ॾ੫をؚめた石油੡඼のച上ߴに対するもの）

を加えると、石油に܎る੫ۚは、໿4ஹ1400億ԁになります。

原油と製品輸入の段階 製品の段階 消費の段階

■ 石油諸税の多重･多段階課税 （2026年度当初予算）

消
費
税
10
％

原
油

輸
入
石
油
製
品

石油ガス税
9，800円/㎘
ガソリン税※3
28,700円/㎘
軽油引取税
15,000円/㎘
航空機燃料税※3
15,000円/㎘

80億円

1兆1480億円

4620億円

545億円

石油諸税計　約2兆2700億円

合計　約4兆1400億円

消費税 約1兆8700億円

出所：財務省主計局資料、総務省自治税務局資料等

うち、Tax on Tax分
約1700億円

※1 2006年4月より原油関税（170円/㎘）は撤廃され、石油製品関税のみとなった（関税収入は2024年度輸入実績に基づく石油連盟試算値）
※2 石油石炭税は原油、輸入石油製品、石炭、ガス状炭化水素（国産天然ガス、輸入LNG、輸入LPG等）が課税対象
 （税収には原油･輸入石油製品以外への課税分が含まれる）
※3 沖縄県にはガソリン税、航空機燃料税（沖縄路線および特定離島路線に対する税率）の軽減措置がある
※4 消費税収は石油連盟による試算値（航空機燃料税、特別徴収義務者からの委託販売に係る軽油引取税にはTax on Taxはない）

税 率 税 収

関 税※1

88億円

石油石炭税※2
2，800円/㎘

5980億円

LPガス

ガソリン

ナフサ

灯油

重油

その他

軽油

ジェット燃料油 消
費
者

※4

■消費税導入時の既存間接税の調整状況

単純併課・据置

石油関係諸税

吸収・廃止

消費税分を調整併課

物品税　　通行税　　トランプ類税　　電気税
砂糖消費税　　ガス税　　入場税　　木材引取税

酒税　　たばこ消費税
料理飲食等消費税　　娯楽施設利用税
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1949年、戦後のࡒ੓ऩ入ෆ଍等に対Ԡするため、戦લにഇࢭした

、とされݯࡒ油੫はಓ࿏ಛ定ൃشしました。54年には׆油੫が෮ൃش

ཌ年に૑設された஍ํಓ࿏੫（現ŋ஍ํൃش油੫）とซͤてશֹを

ಓ࿏整උにॆてることとされました。また、56年には、Ψιリϯとܰ油

の੫ෛ୲ߧۉを目的に、ಓ࿏ಛ定ݯࡒとしてܰ油引औ੫（஍ํ੫）が

導入されました。その後、ಓ࿏֬ݯࡒอのཁ੥等から、74年にΨιリϯ

੫を上৐ͤする࢑定੫཰がద༻され、76年にܰ油引औ੫に対しても

ద༻されました。その後も、ಓ࿏整උݯࡒの֬อのため౓ʑ࢑定੫

཰は引き上げられました。

89年、消費੫の導入に際して、消費ऀの੫ෛ୲が増えないよう

消費੫෼を、ࢭऩしഇٵผؒ઀੫との調整ાஔ（消費੫にݸଘのط

でݯࡒじられました。しかし、石油ॾ੫はಓ࿏ಛ定ߨしซ՝）がݮܰ

あることをཧ༝にഇࢭやܰݮは行Θれず、石油ॾ੫をؚΉൢച価格

に୯७に消費੫を上৐ͤすることとされました（୯७ซ՝ɾਾஔ）。

2009年、ಓ࿏ಛ定੍ݯࡒ౓がഇࢭ（一ൠݯࡒ化）されましたが、消

費੫と石油ॾ੫（஍ํಓ࿏੫は஍ํൃش油੫にվশ）にؔする調整

ાஔはߨじられていまͤΜ。また10年4月、࢑定੫཰はഇࢭされまし

たが、当෼のؒ、ै དྷの࢑定੫཰ਫ४を維持することとされました。

25年11月に༩໺ౘ6ౘが࢑چ定੫཰෼のഇࢭにͭいて߹ҙし、

Ψιリϯ੫の੫཰は25年12月31日より53
800ԁ/὚から28
700ԁ/὚に、

ܰ油引औ੫の੫཰は26年4月1日より32
100ԁ/὚から15
000ԁ/὚

に引きԼげられました。

�.ੴ油ॾ੫の੒Γཱͪͱ੫཰のਪҠ

■石油製品に対する個別間接税率の推移 単位：円/㎘

※1 石油税は1988年8月に従価税から従量税へ変更
※2 石油臨時特別税は1991年4月～1992年3月までの湾岸戦争に係わる1年間の臨時的措置
※3 石油税は2003年4月より石油石炭税に改められ、石炭が新たに課税対象となった
※4 地方道路税は2009年4月からの一般財源化に伴い、地方揮発油税に改称
※5 ガソリン税(1974年4月～2010年3月)、軽油引取税(1976年4月～2010年3月)の税率は租税特別措置法に基づく暫定税率(暫定税率の一時的な失効により、2008年4月の1か月間、本則税率が適用された)
※6 2010年4月よりガソリン税、軽油引取税の暫定税率は廃止となったが、税率の特例として当分の間、従来の水準が維持されることとされた
※7 航空機燃料税は租税特別措置法に基づき、26,000円/㎘から18,000円/㎘に引き下げられ、さらに新型コロナウイルス感染症対策の特例措置として2021年4月～2022年3月までは9,000円/㎘、2022年4月
～2025年3月までは13,000円/㎘、2025年4月～2027年3月までは15,000円/㎘に引き下げられている

※8 石油石炭税は租税特別措置法に基づき、地球温暖化対策のための課税の特例として、原油および石油製品については本則税率2,040円/㎘から2,800円/㎘に上乗せされた(経過措置として、2012年10月
より2,290円/㎘、2014年4月より2,540円/㎘、2016年4月より2,800円/㎘と3段階に分けて引き上げ)

※9 ガソリン税の旧暫定税率は2025年12月31日に廃止、軽油引取税の旧暫定税率は2026年4月1日に廃止
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1963年12月、通঎産ۀলの産ۀ構଄৹ٞձ૯߹ΤωルΪー෦ձ

は、લ年のOEC%（ࡁܦ協力開ൃ機構）のࠂק（石油需ཁ60日෼のඋ஝

をอ༗す΂きこと）をड͚て石油උ஝のඞཁੑをఏݴしました。

67年には、第ࡾ次中東戦争がຄൃし、すでに一次ΤωルΪーの65ˋ

を石油にґଘしていたΘが国ではة機ҙࣝがٸ଎にߴまり、72年౓

から実࣭的にΘが国の石油උ஝੍౓がスλーτすることになりました。

73年、第四次中東戦争をܖ機として第一次石油ة機がൃ生し、日本も

ؚめて世界的に大きなࠞཚを引きىこしました。このため、国಺では

74年10月にʮ90日ຽؒ石油උ஝増ܭڧըʯがൃදされඋ஝増ڧମ੍

の֬立が図られました。同年11月には、OEC%のԼ෦機ؔとして*E"

（国際ΤωルΪー機ؔ）が設ஔされました。75年、石油උ஝๏のެ෍に

より、国が石油උ஝目ඪを定め、石油ਫ਼੡、ൢ ച、輸入ऀۀにج४උ஝

量以上のඋ஝ٛ຿を՝し、Θが国の石油のڙ給がෆ଍する場߹にお

いて石油の҆定的なڙ給を֬อするためにಛにඞཁとೝめるときに

は、ؒظを定めてج४උ஝量をݮগすることが๏੍化されました。

その後、79年の第ೋ次石油ة機をܦて、81年౓ॳ಄に90日උ஝ମ੍

（ຽؒඋ஝ٛ຿量90日෼）が֬立されました。

また、78年には、石油ެ （ஂ現（ಠ）+O(.EC）による国Ոඋ஝が開始

され、98年2月には5千万὚のඋ஝目ඪがୡ成されました。また、この

ؒに国Ոඋ஝ج஍がશ国に10かॴݐ設されました。こうした国Ո

උ஝のॆ実によって、89年౓以߱、ຽؒඋ஝はຖ年౓4日෼ずͭܰݮ

されることとなり、93年౓からは70日උ஝ମ （੍ຽؒඋ஝ٛ຿量70日෼）

となりました。2015年౓からは国Ոඋ஝のඋ஝ਫ४にͭいても਺量

ϕースから日਺ϕースへとߟえํがվめられ、産油国共同උ஝の2෼の

1と߹ܭして७輸入量の90日෼ఔ౓の量を֬อすることとされました。

2001年຤に石油ۀ๏がഇࢭされたことに൐い、石油උ஝๏は、

石油උ஝ٛ຿のཤ行の֬อと同࣌に、࣌ٸۓ対Ԡのج൫ڧ化を図る

ため、ᶃ石油ਫ਼੡ۀɾ石油ൢചۀ等のಧ出੍およͼ石油輸入ۀのొ

࿥੍の整උ、ᶄࡁܦ産ۀ大ਉによる国Ոඋ஝์出໋ྩの整උ、ᶅ生

産༧定਺量の増加のࠂק等の੍౓にվめられ、໊ শもʮ石油のඋ஝

の֬อ等にؔする๏཯ʯにվਖ਼されました。

その後は、より機ಈ的な石油උ஝੍౓の構ஙがඞཁとの؍఺から

国Ո੡඼උ஝が導入されることとなり、09年からは౮油のඋ஝が始め

られました（東日本大਒ࡂ後の12年の石油උ஝๏のվਖ਼により、国Ո

੡඼උ஝はΨιリϯ、ܰ 油、"ॏ油を加えた4油छに増加）。

また、産油国がॴ༗する原油を国಺にஷଂし、ฏৗ࣌には産油国が

঎ۀ的に׆༻し、࣌ٸۓにはΘが国が༏先的なڙ給をड͚られる

੓෎と産油国の共同プロジェΫτ（産油国共同උ஝）が૑設され、09年

からアϒμビ国Ӧ石油ձ （ࣾ"%/OC）、11年からサウジアラビア国Ӧ

石油ձ （ࣾサウジアラϜコ）、20年からΫウェーτ石油ެ （ࣾ,PC）の

原油のஷଂが開始されました。

■石油備蓄量・備蓄日数の推移

出所：資源エネルギー庁

単位：万㎘

（注）：備蓄量は製品換算、備蓄日数は石油備蓄法方式
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1.Θ͕ࠃのੴ油උ஝੍౓
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■民間備蓄・国家備蓄・産油国共同備蓄の現状（2026年6月末）

民間備蓄 国家備蓄 産油国共同備蓄

備蓄目標 消費量の70日分
産油国共同備蓄の2分の1と合わせて

輸入量の90日分程度
-

備蓄日数 95日分 105日分 3日分

備蓄量（製品換算） 2681万㎘ 2967万㎘ 203万㎘

保有構成 原油：約42％　製品：約58％ 原油：約95％　製品：約5％ 原油：100％

保有形態 生産・流通過程で保有 封印方式（製品は生産・流通過程で保有） 産油国国営石油会社の商用在庫として保有

保有場所 製油所・油槽所等の民間タンク
①国家石油備蓄基地（原油のみ）
②製油所・油槽所等の民間タンク（借上げ）

国内民間タンク（産油国国営石油会社が借上げ）

管理主体 精製業者、輸入業者等
ただし、共同備蓄会社による代行が可能

①国家備蓄会社（約2/3）（全国で8社・10基地）
②民間企業（約1/3）（管理委託）

産油国国営石油会社（ADNOC、サウジアラムコ、
KPC）が国内民間タンクへ管理委託

備蓄石油放出
（取り崩し）の特徴

①大部分が製油所や油槽所といった生産・流通
過程に保有されており、速やかに供給できる。

②原油の調達動向や石油製品の需要に応じて、
弾力的に対応できる。

①国の判断で放出し、その分供給が確実に増すの
で、大きなアナウンスメント効果が期待できる。

②原油の大部分は、石油備蓄基地からタンカーに
より製油所へ輸送する必要がある。
③製品は製油所・油槽所等の民間タンクで備蓄し
ており、速やかに供給できる。

①国内の民間タンクを産油国国営石油会社に政府
支援の下で貸与し当該社が東アジア向け中継・
備蓄基地として利用。日本への原油供給不足時は
当該タンクの在庫を日本向けに優先供給する。

②タンクがある民間石油基地からタンカーにより
製油所へ輸送する必要がある。

放出（取り崩し）
事例

①第二次石油危機（79年3月～80年8月）
②湾岸危機（91年1月～3月）
③ハリケーン「カトリーナ」被害（05年9月～06年1月）
④東日本大震災対応（11年3月～5月）
⑤リビア情勢対応（11年6月～12月）
⑥ウクライナ情勢対応（22年3月～24年4月）
⑦中東情勢対応（26年3月～）

①ウクライナ情勢対応（22年）
　4月から900万バレルの原油を放出
②中東情勢対応（26年）
3月から約850万㎘（30日分）、5月から約580万㎘
（約20日分）の原油を放出

①中東情勢対応（26年）
　3月から約6日分の原油を放出

財政支援措置 石油購入資金、タンク建設等を支援
国が負担（財源となる石油石炭税は、

製品コストの一部を構成）
タンク賃借料等を支援（財源となる

石油石炭税は、製品コストの一部を構成）

、機がൃ生した際にはة؛のඋ஝์出として、1990年に࿷࣌ٸۓ

*E"の協調的࣌ٸۓ対Ԡાஔ（*E"加盟国が協調して石油උ஝を์出

する࢓組み）にͮجき、国際協調ମ੍の一؀として91年1月ʙ3月のؒ、

ຽؒඋ஝ٛ຿量が引きԼげられました。また、2005年8月に大ܕϋリ

έーϯʮカτリーφʯがถ国メキシコ࿷؛の石油ؔ࿈ࢪ設にඃ֐を

༩えた際にも、*E"協調์出としてຽؒඋ஝ٛ຿量が໿4か月ؒにΘたり

引きԼげられ、さらに日本のݩചձࣾはٸۓ的なાஔとしてถ国͚޲に

Ψιリϯを輸出しました。11年6月には、OPEC加盟国であるリビアで

಺戦がຄൃし、同国からの原油ڙ給に支োが出たため、*E"協調์出

としてຽؒඋ஝が໿6か月ؒにΘたり引きԼげられました。

22年には、ロシアのウΫライφ৵߈によるΤωルΪー市場への影響を

౿まえて*E"が協調์出を決定したことをड͚、ຽؒඋ஝ٛ຿量引き

Լげと、੍ ౓開始以߱ॳとなる国Ոඋ஝の์出が実ࢪされました。

26年2月຤からの中東৘੎ۓഭ化に൐い、੓෎は3月11日にຽؒ

උ஝ٛ຿量引Լげと国Ոඋ஝の์出を決定し、*E"は同日に࢙上࠷大

4億バレル超の協調์出を決定しました。また、産油国ܭ߹໛となるن

共同උ஝も੍౓開始以߱ॳめて׆༻され、5月からは第2஄の国Ո

උ஝์出が行Θれました。
出所：資源エネルギー庁

■国家備蓄石油の蔵置場所

国家石油備蓄基地

産油国共同備蓄蔵置基地

民間タンクを借上げ
国家備蓄石油を蔵置している基地

西部石油・山口

白島（洋上タンク）

上五島（洋上タンク）
串木野（地下岩盤タンク）

ENEOS・喜入

志布志（地上タンク）

菊間（地下岩盤タンク）

福井（地上タンク）

秋田（地中タンク）

富士石油・袖ケ浦

鹿島石油・鹿島

小名浜石油

出光興産・新潟

新潟石油共同備蓄

久慈（地下岩盤タンク）

むつ小川原（地上タンク）

苫小牧東部（地上タンク）

北海道石油共同備蓄

沖縄石油基地

沖縄ターミナル

のඋ஝์ग़࣌ٸۓ.�
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ୈ�ষɹੴ油ۀ界のηΩϡϦςΟŋϨδϦΤϯεରࡦ

2011年3月11日の東日本大਒ࡂでは、ి ࢭ給がڙや౎市Ψスのؾ

まるなか、石油は、පӃのඇৗ༻ൃి機、ආ೉ॴのஆ๪（౮油スτーϒ）、

に֐ࡂ、等の೩ྉとして、རศੑŋஷଂੑŋӡൖੑに༏れた྆ंٸۓ

。ΤωルΪーとして大きな໾割をՌたしましたܕࢄŋ෼ܕいࣗ立ڧ

その一ํで、出ՙج஍（੡油ॴŋ油૧ॴ）や44（サービスステーシϣϯ）

もඃࡂし、ൃ ௚後には東๺ŋؔ東に立஍する9੡油ॴのうち6੡油ॴࡂ

（શ国のਫ਼੡ೳ力の໿3割૬当）がՔಇをఀࢭした΄か、東๺ଠฏ༸؛

の油૧ॴの΄とΜͲが出ՙෆೳにؕりました。そのため、石油੡඼の

࿷やಓ࿏のଛյといったࣾձߓ、はे෼あったにもかかΘらずݿࡏ

イϯϑラのຑᙺと૬まって、ロジステΟΫス上のো֐により、一෦஍Ҭ

では一࣌的にڙ給がे෼に図れないࣄଶもൃ生しました。

ඃࡂ஍から੓෎へͤدられたさま͟まなٸۓ支ԉ物資のཁ੥は

5千݅にの΅りましたが、そのうち石油は໿3割となる1
456 （݅໿1�6万

὚）のཁ੥がありました。石油࿈盟では、ट૬׭ఛやࡁܦ産ۀলからの

これらのٸۓཁ੥の૭ޱを設ஔし、24࣌ؒମ੍で対Ԡしました。

ඃࡂ஍Ҭでن໛が大きいԘ佂油૧ॴ（ٶ৓ݝ）では、ݝや国౔ަ通

ল等のਚ力により、਒6ࡂ日後の3月17日にはݿࡏの出ՙを、10日後の

21日には಺ߤλϯカーのड入を࠶開しました。このとき、෮چがૣかった

2ࣾの油૧ॴをݩച5ࣾで共同ར༻して配ૹを行いました。当࣌まͩ

๏ྩや協定等にͮجいた੍౓的な枠組みがແいなかで、ձ ɾࣾྻܥの

枠を超えたさま͟まな協力ମ੍を構ஙしました。

このݧܦを౿まえ石油ۀ界は、࣌֐ࡂの҆定ڙ給にͭいて、石油

੡඼のෆ଍によるࠞཚを཈੍し機ಈ的でॊೈな石油උ஝੍౓とす΂

く、ᶃ通ৗの物ྲྀŋ঎ྲྀがࣦΘれた際の石油ڙ給の࠷後のࡆとして、

国Ո੡඼උ஝をੵみ増すこと、ᶄ国Ո੡඼උ஝は機ಈੑ֬อŋ඼࣭

維持のため、੡油ॴ等のૢݿࡏۀとしてอ؅（ࠞ߹ଂஔํࣜ）す΂き

こと、ᶅ物ྲྀ֬อのためにඋ஝؅ཧऀと輸ૹձࣾのࣄલ協力ମ੍を

構ஙし、ਝ଎ੑŋ֬実ੑをߴめるため、ආ೉ॴŋපӃ等のॏཁࢪ設へ

௚઀ڙ給できるମ੍を導入す΂きことなͲをఏݴしました。

12年11月、ʮ石油のඋ஝の֬อ等にؔする๏཯ʯがվਖ਼され、ւ֎

からの石油のڙ給ෆ଍͚࣌ͩではなく、֐ࡂにより国಺のಛ定஍Ҭ

への石油ڙ給がෆ଍する࣌にも国Ոඋ஝石油を์出できるように

なりました。さらに、国Ո੡඼උ஝の対৅油छは、これまでは౮油のみ

でしたが、ൃ֐ࡂ生࣌に機ಈ的に対Ԡできるよう、ڙٸۓ給ཁ੥がଟく

ܰ、られたΨιリϯͤد 油、"ॏ油が௥加され、4油छとなりました。

�.౦೔ຊେ਒ࡂの܇ڭͱੴ油උ஝๏のվਖ਼

■被災地への燃料供給状況（発災10日後 2011年3月21日時点）

出所：経済産業省、各社発表資料を元に作成

※1 東北地方に隣接する新潟･群馬･栃木･茨城の油槽所を含む
※2 一部条件付き出荷の場合を含む
※3 民間備蓄義務日数は3月14日に70日分から67日分に、3月21日に67日分から45日分にそれぞれ引き下げ（1日分＝約42万㎘）
※4 3月11日時点の常圧蒸留装置の実稼働能力（定期修理中の製油所を除く設備能力）を基準に稼働率を算定

苫小牧
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京葉地区
（市原･袖ケ浦）

新潟

日立

酒田

秋田

青森

八戸

盛岡

釡石

塩釡
気仙沼

郡山

小名浜高崎 宇都宮

京浜地区
（横浜･川崎）

北海道の製油所から
東北地方へ内航転送

西日本からローリー
約200台を臨時投入

稼働率上昇による増産分
を東北地方へ内航転送

愛知

四日市
堺

和歌山

水島山口

大分 菊間

麻里布

徳山 坂出

横浜から盛岡まで
日本海側を迂回し
た臨時鉄道輸送
（19日 盛岡着）

●主な供給在庫確保策

民間備蓄義務の引き下げにより
25日分（1050万㎘）※3の在庫確保

石油製品の緊急輸入
石油製品の輸出停止

西日本の13製油所の能力増強
+稼働率上昇（19日時点99％）※4

主要高速道路
鉄道路線出荷継続･21日までに

出荷再開（21）※2

東北･関東地方へ内航転送

塩釡油槽所の共同利用
（21日 震災後タンカー初入港）

出荷停止中（11）

東北地方一帯の油槽所（32）※1

稼働停止中（3）

東北･関東地方の製油所（9）
震災後も稼働継続（3）
21日までに稼働再開（3）

日本海側･北関東の
油槽所から陸送
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2012年11月のվਖ਼石油උ஝๏により、国಺において大ن໛な֐ࡂが

ൃ生し、ಛ定の஍Ҭへの石油のڙ給がෆ଍するࣄଶになった場߹に

උえ、શ国10஍Ҭ͝とにʮ࣌֐ࡂ石油ڙ給࿈ܭܞըʯが࡞成されること

になりました。石油ਫ਼੡ŋݩച各ࣾは૬ޓに࿈ܞして石油の҆定的な

大ਉにಧ͚ۀ産ࡁܦ、成し࡞ըをܭ給の֬อを図るために共同で同ڙ

出ています。大ن໛֐ࡂがൃ生した際には、ඃࡂঢ়گを౿まえඞཁに

Ԡじてࡁܦ産ۀ大ਉが石油ਫ਼੡ŋݩച各ࣾに対し、同ܭըによるાஔの

実ࢪをࠂקすることとなっています。その場߹、各ࣾは同ܭըにͮجき、

対Ԡの࢘ྩౝ໾を୲う共同オϖレーシϣϯルーϜを立ち上げ、ᶃ֐ࡂ

各ࣾの出ՙج஍ŋ物ྲྀŋ44ྻܥ等に܎る৘ใऩूŋ共༗、ᶄ੓෎ܦ༝で

஍がඃج給ཁ੥への対Ԡ、ᶅ出ՙڙ的なٸۓられる石油੡඼のͤد

֐ࡂ஍の共同ར༻等のج等によりར༻ෆՄとなった場߹のଞࣾ出ՙࡂ

࣌対Ԡを実ࢪします。

石油࿈盟では、同ܭըに定める܇࿅をຖ年実ࢪしており、܇࿅で

ಘられたさま͟まな՝୊にͭいて対Ԡࡦをݕ౼ŋ構ஙすることにより

。めていますߴ対Ԡશମの実ޮੑŋशख़౓を࣌֐ࡂ
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■災害時石油供給連携計画に基づく災害対応の概要

石油製品の供給

災害により、特定の地域への石油の供給が不足する事態が発生
経済産業大臣が特定石油精製業者等（石油元売）に対し、「災害時石油供給連携計画」の実施を勧告

要
請

要
請

要
請

供
給
依
頼

共同オペレーションルーム

・ 石油元売の被災状況･在庫量等の需給情報を収集情 報 収 集 室

・ 政府経由の緊急要請対象施設と石油元売の調整緊急要請対応室

共同基地利用WG ・ 出荷基地の共同利用を行う場合における入出荷業務に係るルールの確認･調整等

・ 被災地域の石油供給に係る課題
全般の検討･対応方針の決定

ըの֓ཁܭܞ࿈څڙੴ油࣌֐ࡂ.�

2016年4月16日にൃ生した۽本஍਒は、石油උ஝๏にͮجくʮ֐ࡂ

࣌石油ڙ給࿈ܭܞըʯがॳめてൃಈした֐ࡂとなりました。同ܭըに

当日から21日までのຖ日、共同オϖレーࡂき、石油࿈盟ではൃͮج

シϣϯルーϜձ߹を開࠵して、石油ਫ਼੡ɾݩച各ࣾの出ՙج஍、物ྲྀ等

に܎る৘ใを共༗するとともに、੓෎の対Ԡํ਑も౿まえながら石油

。決定を行いましたࢥɾҙ౼ݕ界としての対Ԡํ਑にͭいてۀ

がないことを֐஍や物ྲྀに大きなඃج当日には各ࣾの出ՙࡂൃ

֬ೝするとともに、ඃࡂ஍への石油ڙ給を֬อするため、पล஍Ҭ

からのλϯΫローリーによるܧଓ的なԠԉڙ給や、出ՙج஍のՔಈ

࣌ؒをԆ௕するなͲ、出ՙମ੍をڧ化することとしました。また、ඃࡂ

஍およͼपล஍Ҭの44ྻܥのӦۀঢ়گにͭいて৘ใ共༗を行い、

Ӧݶ੍ۀまたはࢭٳとなっていた44のૣظճ෮を目ࢦすこととしま

した。さらに、Ѩો஍Ҭでൃ生した޿Ҭఀిへの対ࡦとして、ి 力ձࣾ

がߴѹൃి機 ૹిを行ったことٸによる配ిઢへのԠ（ंݯిं）

から、ൃ ి機ंの೩ྉであるܰ油のڙٸۓ給ཁ੥に対Ԡしました。

ૣ、本஍਒ではこうしたਝ଎かͭద੾な対Ԡにより۽ いஈ֊からඃࡂ

஍への石油ڙ給を֬อすることができました。

その後も༷ʑな֐ࡂがൃ生し、৽たな܇ڭŋ՝୊が生じましたが、

石油ۀ界は೩ྉの҆定ڙ給に౒めͭͭ、ؔ 、各ॴにಇきか͚を行い܎

՝୊のղ決に͚޲てॱ次対Ԡしてきました。

18年9月の๺ւಓ୾ৼ東෦஍਒では、ఀ ిが๺ւಓશҬにΘたる

なか、ݩച各ࣾの出ՙج஍ではඇৗ༻ൃి機を׆༻してൃࡂ当日から

出ՙをॱ次࠶開しました。一ํで、ఀ ిにより৴߸機が機ೳしなかった

ために、̓ શ対ࡦとしてλϯΫローリーのӡ行を一࣌ݟ߹Θͤたこと

がありました。

24年のݩ日にൃ生したೳొ൒ౡ஍਒においては、๺཮஍Ҭにある

一෦油૧ॴもඃࡂするなか、石油ۀ界は஍਒ൃ生௚後から24࣌ؒの

࿈བྷମ੍を構ஙし、੓෎やൢചऀۀࣄと࿈ܞしͭͭ、ඃࡂ஍への೩ྉ

給にऔり組みました。ಛにೳొ൒ౡ๺෦஍Ҭでは、が่͚れや஍ڙ

割れでଟくのಓ࿏がੇஅされたことから、੓෎に対して೩ྉڙ給に

ඞཁなಓ࿏の༏先ܒ開や、λϯΫローリーを྆ंٸۓとして༏先通行を

ཁ੥するなͲ、同஍Ҭへの೩ྉڙ給に౒めました。また、ࣗ ࣏ମからの

υラϜ؈による೩ྉڙ給ཁ੥やిंݯに対するൃి༻೩ྉのڙ給

にも対Ԡしました。

�.ฏ੒��೥۽ຊ஍਒Ҏ߱のੴ油ۀ界の֐ࡂରԠ

ୈ�ষɹੴ油ۀ界のηΩϡϦςΟŋϨδϦΤϯεରࡦ
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ୈ�ষɹੴ油ۀ界のηΩϡϦςΟŋϨδϦΤϯεରࡦ

௕大ŋਫఈŋਫ際τϯωルでは、ݥة物である石油をੵࡌしたλϯΫ

ローリーの通行が੍ݶされています。しかし、東日本大਒ࡂにおいて

ඃࡂ஍へのԕڑ཭ŋ௕࣌ؒ輸ૹが生じたことから、石油࿈盟は࣌֐ࡂ

の௕大τϯωル等の通行にͭいて、੓෎に対してཁ੥してきました。

2015年4月、石油ਫ਼੡ݩചձࣾが֐ࡂ対جࡦ本๏のʮࢦ定ެ共

機ؔʯにࢦ定されました。これにより、λϯΫローリーをٸۓ通行ं྆

としてࣄલಧ出を行うことで、࣌֐ࡂに石油੡඼をٸۓ輸ૹする

場߹に、଎やかにަٸۓ通࿏を通行することがՄೳになりました。

2016年8月に国౔ަ通লは、࣌֐ࡂにݶり、༠導ंを配ஔしてλϯΫ

ローリーがୂྻ૸行するʮΤスコーτ通行ʯをલఏに当੍֘نを緩和

するํ਑をࣔしました。これをड͚、各τϯωルのಓ࿏؅ཧऀ、国౔ަ

通লと協ٞし、さらに各౎ಓ෎҆ެݝҕһձのྃঝのうえ、17年11月

以߱、ॱ 次通行੍نが緩和されています。

ྩ和2年7月߽Ӎでは、۽本ݝਓ٢஍Ҭへの配ૹにおいて通ৗの配

ૹルーτがੇஅされたため、ං後τϯωル（۝भࣗಈंಓ）のٸۓ通

行を行いました。これがॳとなる௕大τϯωル通行となりました。

東日本大਒ࡂ以߱、࣌֐ࡂの೩ྉの҆定ڙ給に͚޲たサプライ

νェーϯ（ڙ給໢）の維持ŋڧ化が石油ۀ界のॏཁ՝୊となり、これまで

に設උとମ੍の྆໘において࣌ٸۓ対Ԡ力のڧ化をਐめてきました。

設උ໘では、出ՙج஍にお͚る଱਒ิࣄ޻ڧ、ి 設උの๷ਫ対ؾ

४を超えجଘ๏ྩのط、の配උ等を行い、શ੡油ॴでݯి༺ඇৗ、ࡦ

る଱਒ŋӷঢ়化ج४のॆ଍をਐめました。また、਒࣌ࡂにはλϯΫの

ແいࢪ設͚޲にυラϜ؈での配ૹཁ੥がଟかったため、υラϜॆ؈

ర設උの増ڧを行いました。44ではఀి࣌でも給油ができるように

ඇৗ༻ిݯを設ஔして、֐ࡂ対Ԡ化をਐめています。

ମ੍໘では、਒࣌ࡂに石油各ࣾとඃࡂ஍Ҭの出ՙج஍とのؒで、৘

ใऩूに࣌ؒをཁしたことを౿まえ、Ӵ੕ి࿩を配උして通৴ŋ࿈བྷ

खஈの֬อŋڧ化を行い、࣌ٸۓに石油࿈盟に石油各ࣾの৘ใをू

໿するମ੍を構ஙしました。また、石油࿈盟では2013年12月にྻܥ

શମの石油ڙ給に܎るܧۀࣄଓܭը（#CP）のΨイυライϯを࡞成し、

ձһ各ࣾはこれに४ڌしたܗでݸผにྻܥ#CPをࡦ定しています。

石油ۀ界は東日本大਒ࡂ以߱、໿10年か͚て஍਒ŋ௡೾にඋえた

出ՙج஍のڧਟ化対ࡦを行いました。21年౓からはۙ年ଟൃしている

߽Ӎŋ୆෩֐ࡂに対してもߋなる֐ࡂ対Ԡೳ力のڧ化をਐめています。

■製油所等における強靭化対策の推移

※1  Business Continuity Plan 事業継続計画　※2  緊急時等に高圧ガスを燃焼放出する設備

全国各地で想定されている地震（2021年度完了）

首都直下・南海トラフ巨大地震（2019年度完了）

近年多発している豪雨・台風（2021年度から着手） ● 排水ポンプの増強（大雨対策）
● フレアスタック※2の補強（強風対策）

● 護岸の嵩上げ（高潮対策）

想定する自然災害 主な対策事例

● 非常用発電機・ドラム缶充填設備の配備
● 石油製品の入出荷機能強化（ポンプ新増設等）

● 製油所の耐震・液状化対策
● 系列BCP※1の策定・訓練

● 製油所・油槽所の非常用発電機の新増設
● 油槽所の耐震性評価、その結果を踏まえた強靭化対策の実施

�.௕େτϯωϧ౳の௨੍نߦ؇࿨

�.ੴ油څڙΠϯϑϥのڧਟԽରࡦ

東日本大਒ࡂでは東๺஍ํの石油ൢചऀۀもඃࡂしたため、ඃࡂ

஍࣏ࣗମからපӃ等のॏཁࢪ設に対する石油੡඼のٸۓ的なڙ給

ཁ੥が、੓෎ܦ༝でݩച各ࣾや石油࿈盟にଟ਺ͤدられました。ݩ

ച各ࣾは通ৗの物ྲྀŋ঎ྲྀとҟなる配ૹであっても࠷大ݶの対Ԡを

行いましたが、࣌֐ࡂのࠞཚのなか、ཁ੥ݩからఏڙされた҆શに

のޱ給するためにඞਢな設උ৘ใ（油छやλϯΫの༰量、஫入ڙ

。りやෆඋがあり、一෦の配ૹに支োが生じましたޡ等）に༷࢓

このため石油࿈盟では、ࠓ後の࣌֐ࡂにඃࡂ஍からͤدられる

、લ४උとしてࣄに対Ԡするための׈給ཁ੥にਝ଎かͭԁڙ的なٸۓ

౎ಓ෎ݝ等がࢦ定するॏཁࢪ設を対৅とした、石油ڙ給にඞཁな

৘ใを༧め共༗するऔり組みを2012年から実ࢪしました。17年౓຤

までにશಓ෎ݝ˞と৘ใ共༗の֮ॻをక݁した΄か、੓෎機ؔやࢦ定

ެ共機ؔと同झࢫのऔり組みを行っています。
˞ 東ژ౎とは2008年に同༷のऔり組みに܎る協定をక݁ࡁ

�.஍ํ࣏ࣗମ౳ͱの৘ใڞ༗
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੡油ॴでは、๏ྩにより定められている一ൠॅډ஍までのอ҆ڑ

཭やۀࣄॴڥ界ઢまでのڑ཭、およͼ設උؒのڑ཭を९कすること

によりՐࡂɾരൃނࣄからの҆શを֬อしています。また、ݸʑのプラ

ϯτやλϯΫは଱਒設جܭ४をຬたす構଄となっています。ਫ਼੡設උ

やλϯΫは、開์ࠪݕ、ӡసఀࠪݕࢭ、ӡస中ࠪݕ、日ৗ఺ݕ等を実ࢪ

し、ނࣄにܨがるҟৗのૣݟൃظに౒めています。また、ҟৗがあった

際もඃ֐を࠷খݶにするため、ࢭఀٸۓシステϜの導入やॳظ消Ր

ମ੍を整えています。Րࡂや油ྲྀ出等のނࣄがൃ生した際に的֬

かͭਝ଎な対ॲができるよう、ৗ࣌܇࿅された๷ࡂཁһ等により構成

されるࣗӴ๷ࡂ組織や共同๷ࡂ組織が整උされ、これらの組織には、

大ܕ化ֶ消๷ं、大ߴܕॴ์ਫं、๐原ӷൖૹं、オイルϑェϯス、

油ճऩ機、油ճऩધ等の๷ࡂ資機ࡐが配උされています。

石油࿈盟は、2013年にʮ産ۀอ҆にؔするࣗ主行ಈܭըʯをࡦ定し、

以߱ຖ年ϑΥローアοプを行ったうえで、ܭըをݟ௚しています。ࣗ 主

行ಈܭըは、ج本的なߟえとして、ۀ界の۩ମ的な目ඪをʮॏ大ނࣄ

θロʯと設定し、リスΫの大きさにԠじて༗ݶな資ݯを༗ޮな҆શ対

を実行していくࡦࢪくͮجに౤入するリスΫϕースυɾアプローνにࡦ

こととしています。

ۙ年、産ۀอ҆෼໺において、ֵ ৽的なテΫϊロジーのਐల、อ҆

ਓࡐのෆ଍等のڥ؀ม化が生じたことを౿まえ、ࡁܦ産ۀলは2021

年2月にʮ産ۀอ҆ج本੍౓খҕһձʯを設ஔしߴ、 ѹΨスอ҆๏等の

อ੍੍҆ن౓のݟ௚しのݕ౼を開始しました。

の݁Ռ、อ҆レϕルをԼげることなく、ΉしΖテΫϊロジーの౼ݕ

上さͤるため、ᶃʮテΫϊロジーを޲によりอ҆レϕルを持ଓ的に༺׆

ࣗ、しͭͭ༺׆ 立的にߴ౓なอ҆を֬อできるऀۀࣄʯにͭいては、

行੓のద੾な؂ ɾࠪ؂ಜのԼに、ը一的なݸผŋࣄલ੍نによらず、

のありํをࠪݕ༰すること、ᶄखଓŋڐのอ҆への移行をܕ؅ཧݾࣗ

これにݟ߹ったܗにݟ௚すાஔをߨじるために๏վਖ਼（スϚーτอ҆の

ଅਐを೦಄にஔいた৽たな੍౓的ાஔの૑設）を行うことをؚめた

੍౓มߋにؔするใࠂॻがʮ産ۀอ҆෼໺にお͚る当໘の੍౓化に

。後のॏཁ՝୊ʯとして21年12月にྃঝされましたࠓたऔり組みと͚޲

これをड͚てߴ、 ѹΨスอ҆๏が22年6月にվਖ਼され、23年12月に

౓ʯ等の৽しい੍ऀۀࣄࢪ౓อ҆実ߴ行され、ʮೝ定ࢪ๏ྩが܎ؔ

੍౓が૑設されました。

■今後の産業保安規制体系の基本的あり方

※1 一部、高圧ガス保安法のスーパー認定事業所など事業者の能力に応じた制度措置あり
※2 ①経営トップのコミットメント、②高度なリスク管理体制、③テクノロジーの活用、④サイバーセキュリティなど関連リスクへの対応、の４つの要件により認定

出所：経済産業省 産業構造審議会 保安･消費生活用製品安全分科会配布資料を元に作成

産業保安を巡る内外環境変化と課題

　　保安のテクノロジー化（スマート保安）による保安レベルの持続的向上と保安人材の枯渇の問題への対処が喫緊の課題
保安体制の成熟を踏まえたより合理的な規制体系のあり方の検討が必要

スマート保安の促進に向けた新たな制度措置（一例）

保安人員の配置の在り方
遠隔監視システム等の導入により
保安人員の柔軟な配置を許容

許可･届出等の手続の在り方
重要な変更は許可制を維持しつつ、

それ以外の設備変更は事後届出や記録保存

検査（自主検査）の在り方
検査の時期･周期/連続運転期間を柔軟化し、
定期的な検査から常時監視への移行を円滑化

今後の基本的な制度体系のあり方

リスクに応じて規制の強度を変える柔軟でメリハリのある制度体系
高度な自主保安が可能な者⇔困難な者/保安が成熟した分野⇔新たなリスク分野/平時⇔災害時･事故時

【従来】 
一律的な個別規制･事前規制※1が基本

「テクノロジーを活用しつつ、自立的に高度な保安を確保できる事業者」※2について、
安全の確保を前提に、その保安確保能力に応じて手続･検査の在り方を見直す「認定高度保安実施事業者制度」の創設 

保安人材の不足
（熟練の保安人材の不足/若年層の雇用困難化）

テクノロジーの革新的進展
（IoT、BD・AI、ドローン等の非連続的技術革新）

保安体制の成熟
（法制定時に比し事故の大幅減少）

�.੡油ॴʹ͓͚Δ҆શରࡦのऔΓ૊Έ

1�.εϚʔτอ҆のଅਐ

ୈ�ষɹੴ油ۀ界のηΩϡϦςΟŋϨδϦΤϯεରࡦ
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2020年10月に、日本੓෎はʮ2050年カーϘϯχϡーτラルʯを目ࢦ

すことをએݴしました。これをड͚て石油࿈盟では、19年にࡦ定した

ʮ石油産ۀの௕ظ௿୸ૉビジϣϯʯを࡮৽し、৽たにʮ石油ۀ界のカー

Ϙϯχϡーτラルに͚޲たビジϣϯ（目ࢦす࢟）ʯをࡦ定しました。さらに

22年12月にはֵ৽的ٕज़開ൃのऔり組みの۩ମ化等を౿まえ、

ビジϣϯのվ定を行いました。

このビジϣϯの ࠷ 大 の ϙイϯτは、ࣄ ۀ ׆ ಈに൐うC O 2ഉ 出

（4DPQF1�2）の実࣭θロ、すなΘちカーϘϯχϡーτラル（C/）を目ࢦ

すとした఺、加えて22年12月վ定൛では、ڙ給する੡඼に൐うCO2ഉ出

（4DPQF3）の実࣭θロにもνϟレϯジするとした఺です。

このために、লΤωや࠶Τωの׆༻ɾ開ൃଅਐといったطଘ対ࡦの

等のٕज़開ൃによるਫ਼੡プロηス༺׆化に加え、CO2ϑリーਫૉのڧ

のมֵ、カーϘϯリサイΫル（CC4ŋCC6）等、2030年までのʮֵ৽的

ٕज़開ൃʯと、その後2050年に͚޲たʮࣾձ実૷ʯにۀ界をڍげてνϟ

レϯジします。これらに加えてCO2ഉ出ݮ࡟ɾٵऩݯ対ࡦとして、ਫૉ

ステーシϣϯ、E7ステーシϣϯのイϯϑラ整උや、࠶生ՄೳΤωルΪー

の֦大、さらにはഇプラリサイΫルのٕज़開ൃや石化੡඼の原ྉۀࣄ

を次世代バイオϚスにస׵することにもνϟレϯジします。

現ࡏの੡油ॴは、主に化石೩ྉである原油をਫ਼੡し、Ψιリϯ等の

೩ྉや化ֶ੡඼の原ྉといった石油੡඼を生産しています。2050年に

に加えてਫ਼੡プロηスの༺׆ଘ設උのط、たকདྷの੡油ॴは͚޲

վ଄等も図りながら、ʮֵ৽的ٕज़開ൃʯの成Ռを׆༻したʮC/೩ྉɾ

化ֶ੡඼ʯの੡଄ڌ఺にస׵していくことを目ࢦします。

ʮ4DPQF3ʯのCO2ഉ出実࣭θロへの௅戦は、ۃめて໺心的でϋーυ

ルのߴい目ඪですが、石油ۀ界は、ީؾมಈ対ࡦにੵۃ的にऔり組Ή

ことにより、ࣾ ձશମのC/実現にݙߩするとともに、কདྷにΘたって

消費ऀがٻめるʮサステイφϒルなΤωルΪーʯをࣾձにڙ給していく

ことを目ࢦします。

1.ੴ油ۀ界のΧʔϘϯχϡʔτϥϧʹ͚ͨ޲Ϗδϣϯ

（注）Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1,2以外のサプライチェーンにおける間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

※赤字表記は革新的技術（実用化には国際展開等を含む）

2050年2030年現在

実用化に向けたチャレンジ既存対策の強化・技術開発

CO2の
減少

CO2の
減少

削減
効果の
増加

1

自社の事業活動に伴う
CO2排出削減
（Scope 1＋2）

2

供給する製品に伴う
CO2排出削減
（Scope 3）

①省エネ対策の強化・燃料転換の推進
　　②再エネ・ゼロエミ電源の活用・開発促進
　　③精製プロセスの変革（CO2フリー水素の活用等の技術開発）
　　④CCS・CCU（カーボンリサイクル）の技術開発

実用化
実用化

①第1世代バイオ燃料の活用
　　②内燃機関（エンジン）のCO2削減に資する燃料開発
　　③持続可能な航空燃料（SAF）など次世代バイオ燃料の供給・技術開発
　　④CO2フリー水素の技術開発
　　⑤合成燃料e-fuel（カーボンリサイクル）の技術開発

実用化
実用化
実用化

①バリューチェーンの低炭素化（環境配慮型製品、潤滑油等）
②水素ステーション、EV充電のインフラ整備
③再エネ事業の拡大・開発促進
　　④廃プラリサイクル等の推進・技術開発
　　⑤水素（アンモニア含む）供給事業の技術開発
　　⑥石化製品の原料転換（バイオマス・カーボンリサイクル）
　　⑦CCS・CCU（カーボンリサイクル）の技術開発

実用化
実用化
実用化
実用化

ユーザーや社会意識の変化、自動車産業等の変化

■石油業界のカーボンニュートラルに向けたビジョン

3

CO2排出削減・
吸収源対策

ビジョン

供
給
す
る
製
品
に
伴
うCO

2（Scope3

）の
実
質
ゼ
ロ

事
業
活
動
に
伴
うCO

2（Scope1+2

）の
実
質
ゼ
ロ

第�章 石油ۀքͷ஍ڥ؀ٿରࡦ
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日本のԹࣨޮՌΨス（()(ɿ(SFFOIPVTF (BT）ഉ出量は、10�5億U

（CO22024ࢉ׵年౓実੷）あり、大൒がCO2です。このCO2ഉ出量のうち

9割以上がΤωルΪーݯى（化石೩ྉ༝དྷ）です。24年౓のΤωル

ΪーݯىCO2ഉ出量は9�1億Uで、લ年౓ൺ1�6ˋݮ、௚ۙのϐーΫで

ある13年౓ൺでは27ˋݮとなりました。CO2ഉ出量は東日本大਒ࡂ

後の原ൃՔಇఀࢭ等の影響で13年౓まで4年࿈ଓで増加しましたが、

その後はΤωルΪー需ཁ࠶、ݮΤωීٴや原ൃ࠶Քಇ等により、

。となっています޲܏গݮ

�.ԹࣨޮՌΨεʢ()(ʣഉग़量のਪҠ

ୈ�ষɹੴ油ۀ界の஍ڥ؀ٿରࡦ

■GHG排出量の推移

※ メタン、一酸化二窒素（N2O）、代替フロン等4ガス（HFC、PFC、SF6、NF3） 出所 ： 環境省、見通しは「地球温暖化対策計画」（2025年2月）
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石油࿈盟では、ஂܦ࿈のݺͼか͚にԠえ、1997年2月にʮ石油ۀ界

の஍ڥ؀ٿอશࣗ主行ಈܭըʯをࡦ定し、2012年౓まで੡油ॴのল

ΤωルΪーのࢦඪであるʮ੡油ॴΤωルΪー消費原୯Ґʯをվળする

਺஋目ඪୡ成にऔり組Μできました。目ඪ஋は、08年౓ʙ12年౓ฏۉ

にお͚るݮ࡟཰を1990年౓ൺで13ˋվળするとしていたとこΖ、各ࣾの

౒力による೤ճऩのߴ౓化、設උのޮ཰化ɾ࠷ద化等が年ʑਪਐɾվળ

されたことから、15ˋのվળとなり、目ඪを上ճるୡ成となりました。

ࣗ主行ಈܭըの後ܧとしてஂܦ࿈よりެදされたʮ௿୸ૉࣾձ実行

界のۀ本ํ਑をड͚、石油࿈盟では、৽たに10年3月にʮ石油جըʯのܭ

௿୸ૉࣾձ実行ܭըʯをࡦ定し、ʮ2010年౓以߱のলΤω対ࡦにより、

2020年౓において2010年౓ൺで原油53ࢉ׵万὚෼のΤωルΪー࡟

、げܝを੡油ॴにおいてୡ成するʯという目ඪを（量ࡦলΤω対）量ݮ

݁。なるলΤωルΪーのਪਐにऔり組Ήこととしましたߋ Ռとして16年

౓࣌఺でΤωルΪーݮ࡟量は55�1万὚となり、目ඪをୡ成しました。

20年౓以߱のऔり組みにͭいては、ஂܦ࿈のݺͼか͚にԠえ、15年

3月にʮ石油ۀ界の௿୸ૉࣾձ実行ܭը（ϑェーζᶘ）ʯをࡦ定し、ै དྷ

のऔり組みのܧଓੑをྀߟした目ඪとしてʮ2010年౓以߱のলΤω

対ࡦにより、2030年౓において2009年౓ൺで原油100ࢉ׵万὚෼の

ΤωルΪーݮ࡟量を੡油ॴにおいてୡ成するʯことをܝげました。

20年10月の੓෎のʮ2050年カーϘϯχϡーτラルએݴʯをड͚たܦ

ஂ࿈のݺͼか͚により、石油࿈盟は21年9月に௿୸ૉࣾձ実行ܭըを

ʮ石油ۀ界のカーϘϯχϡーτラル行ಈܭըʯにվめました。さらに

23年には、੡油ॴにお͚る2030年౓目ඪにͭいて、国の目ඪと整߹する

CO2ഉ出૯量目ඪにมߋし、ʮ石油੡඼の੡଄ஈ֊（੡油ॴ）におい

て、2030年౓に໿2910万U（2013年౓ൺ28ˋݮ）のCO2ഉ出૯量を目ࢦ

すʯこととしました。この目ඪに対して2024年౓のCO2ഉ出量は2921万U

（2013年౓ൺ27�6ˋݮ、目ඪਐḿ཰99�0ˋ）となりました。

■製油所におけるCO2排出量の推移

出所 ： 石油連盟「石油業界のカーボンニュートラル行動計画」

▲28％
単位：万t-CO2
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（注）： クレジット反映後電力排出係数による実績

�.஍ٿԹஆԽ໰୊΁のऔΓ૊ΈのܦҢ

ΤωルΪーݯผでは石油の೩মによるCO2ഉ出量が໿1/3を占め、

3�3億Uあります。このうち、੡油ॴからのഉ出（4DPQF1）は໿3千万Uで、

大෦෼は石油੡඼の消費࣌等にお͚るഉ出（4DPQF3）であるため、

この෦෼のݮ࡟がॏཁです。

石油ۀ界は、2050年に͚޲てC/೩ྉのֵ৽的ٕज़開 ɾൃ実༻化

や、࠶生ՄೳΤωルΪーの開ൃଅਐ等により、ڙ給する੡඼に൐う

CO2ഉ出（4DPQF3）の実࣭θロにνϟレϯジしていきます。
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�.όΠΦ೩ྉ

持ଓՄೳなۭߤ೩ྉ（4"'ɿ4VTUBJOBCMF "WJBUJPO 'VFM）は、ഇ৯油や
バイオϚス等を原ྉとし、ै དྷのジェοτ೩ྉにൺ΂てCO2ഉ出ݮ࡟
ޮՌのある次世代೩ྉです。੓෎は2030年࣌఺の4"'使༻量として、

ʮ本๜Τアライϯによる೩ྉ使༻量の10ˋを4"'にஔき׵えるʯとの
目ඪを設定しており、石油ۀ界は、国಺で҆定的に4"'を生産できる
ମ੍の構ஙに͚޲てऔり組Μでいます。25年4月には、国಺ॳの4"'
঎༻プラϯτがՔಇし、国産4"'のۭߤ機へのڙ給が始まりました。
これは)E'"˞という੡଄ٕज़で、ഇ৯油をジェοτ೩ྉに加޻する

ものです。また、4"'の੡଄ٕज़には"U+	"MDPIPM UP +FU
という౶ݯを
Τλϊール等にม׵してジェοτ೩ྉの原ྉにするํ๏等もあります。
˞ )E'"ɿ)ZESP QSPDFTTFE ETUFST BOE 'BUUZ "DJET	ਫૉ化ॲཧしたΤステルŋࢷ๱ࢎ


�.࣋ଓՄೳͳۭߤ೩ྉʢ4"'ʣ

■HEFAによるSAF生産プロセス（概要）

※SAFは国際規格により従来のジェット燃料油に50％まで混合可能

水

ジェット燃料油※

SAF

ナフサ
軽油 等

① 原　　料：廃食油・獣脂・植物油等の油脂
② 製造方法：油脂を水素化精製する
③ 課　　題：安定・安価な原料油脂の確保（特に国産原料）

水
素
化
精
製

蒸
留

廃食油等

水素

HEFA

最大E10相当
先行導入（沖縄）

■ガソリンへのバイオエタノール導入拡大に向けたアクションプラン

拡大に向けた
方針

共通

燃料品質・
車両規格

燃料調達
（製油所／油槽所）

供給インフラ
（輸送／SS関連）

20402025fy 2026 2027 2028 2029 2030～

E20対応車
新車販売比率100％

最大E10相当供給拡大
最大E20相当
供給開始

海外事例調査

検討条件の設定

E10対応車両の販売、普及

法令・規格改正対応（含む検討） ★
E10規格改正

★
E20規格改正

（環境規制対応／
国際調和対応）

導入地域／
拡大範囲検討

導入拡大における課題整理・対応策協議

課題精査 先行導入事業イメージ策定／
SCインフラ整備検討

拡大範囲検討先行導入SS情報展開

FS／FEED
（実現可能性調査／基本設計） EPC（設計・調達・建設）

燃料海外調達拡大・国内調達可能性等の検討

FS／FEED／EPC
…（順次拡大）

…（順次拡大）

SS／ローリー設備対応検証・開発、
取扱いガイドライン作成、法令・規格改正対応（含む検討）

設備改修
誤給油対策

消費者広報

設備改修

誤給油対策

消費者広報

出所：経済産業省 次世代燃料の導入促進に向けた官民協議会 商用化推進WG（2026年6月）資料 

E10相当燃料検討
E10車両評価試験

E20燃料検討
E20車両評価試験

E20対応車両の販売、普及

೶࡞物や໦ࡐ等を原ྉとするバイオ೩ྉ（バイオϚス༝དྷ೩ྉ）は、

೩ম࣌にൃ生するCO2がഉ出量にܭ上されないことから、஍ٿԹஆ化

対ࡦにޮՌがあるΤωルΪーとされています。2010年11月に੍定

されたΤωルΪーڙ給構଄ߴ౓化๏では、各年౓にお͚るバイオ

Τλϊール導入目ඪ量がஈ֊的に設定され、石油ۀ界はバイオE5#E

（バイオΤλϊールと石油ܥΨスであるイιϒテϯを߹成したもの）を

Ψιリϯに配߹することによりこの目ඪをண実にୡ成しています。

25年2月にֳٞ決定された第7次ΤωルΪーج本ܭըでは、2030

年౓までにバイオΤλϊール࠷大ೱ౓10ˋの௿୸ૉΨιリϯ（E10

૬当Ψιリϯ）のڙ給開始を目ࢦすこと、40年౓から࠷大ೱ౓20ˋの

௿୸ૉΨιリϯ（E20૬当Ψιリϯ）のڙ給開始を௥ٻするࢫがࣔされ、

同年6月にはʮΨιリϯへのバイオΤλϊール導入֦大に͚޲たアΫ

シϣϯプラϯʯがࡦ定（2026年6月ߋ৽）されました。石油ۀ界は、੓෎ɾ

ࣗಈंۀ界とも࿈ܞし、アΫシϣϯプラϯにԊってॾ՝୊のղ決にऔり

組Μでいます。なお、28年౓を目్にԭೄݝでE10૬当Ψιリϯの先行

導入を行い、本格導入に͚޲た՝୊のચい出しを行う༧定となっています。
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■合成燃料の商用化に向けたロードマップ
西暦 2025 2026 2027 2028 2029 2030～2034 2035～2039

1. イノベーションの
推進
高効率な大規模
FT合成プロセス

国内プロジェクトの組成

海外プロジェクトへの参画

再エネ系合成燃料技術開発

合成燃料利活用の社会実証

1B/Dayプラントによる製造実証

品質検証・利活用確認、ビジネスモデルの検討・実証

要素技術のスケールアップ、技術実証

マルチの場等を通じた各国との連携、情報発信

生産量の
拡大商用化

10,000B/Day
製造

NEDO交付金事業

一貫製造プロセスの確立
GI基金事業

バイオ系合成燃料（商用化プラントの検討、設備投資）

【例：メタノール合成PJ】
技術実証（基本計画・設計等） 設備投資

GI基金プロジェクト成果を活用した早期商用化

国内プロジェクトへの設備投資・技術実証支援

本邦企業による海外有望PJ参画への出資等支援

2. イノベーションの
推進
次世代FT合成プロセス

3. 既存技術を用いた
早期社会実装の
推進

4. 利活用の推進
5. 国際連携・情報発信

出所：経済産業省 総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会（2025年12月）資料

「2030年代前半までの商用化を目指す」
更なる加速化も視野に不断の努力を継続

CO₂排出源 CO₂回収 CO₂貯留

貯留層
すき間の多い砂岩などの層。
岩石のすき間にCO₂を貯留。

製油所
発電所

化学プラント
など

遮へい層
CO₂を通さない泥岩などの層。

CO₂
を
貯
留

回収設備

CO₂圧入

■CCSの流れ

出所：経済産業省ウェブサイトより石油連盟作成

߹成೩ྉは、CO2とਫૉを߹成することで࡞られる೩ྉで、࠶生Մೳ

ΤωルΪー༝དྷのਫૉとճऩCO2から੡଄するํ๏や、バイオϚスを

Ψス化してಘられた߹成Ψスから੡଄するํ๏があり、੡඼のライϑ

サイΫルશମでCO2ഉ出量を཈えることができるΫリーϯな೩ྉです。

ৗԹでӷମであることから、ΤωルΪーີ౓がߴく、Մൖ ɾੑஷଂੑに

༏れています。

また、߹成೩ྉはطଘのΨιリϯやܰ油等の೩ྉと同༷のੑঢ়を

持ͭことを目ࢦして開ൃがਐめられています。このため、߹成೩ྉを

ଘの石油೩ྉとࠞ߹してैདྷの಺೩機ؔを持ͭࣗಈंや೩মط

機ث等にそのまま使༻できること、طଘの石油サプライνェーϯの

給イϯϑラ（λϯΫローリーや44等）をそのままར༻できることڙ

なͲのメリοτがあります。੓෎は2023年6月にʮ߹成೩ྉの঎༻化に

定（2025年12月վ定）し、2030年代લ൒のࡦたローυϚοプʯを͚޲

঎༻化を目ࢦすこととしています。

�.߹੒೩ྉ

ୈ�ষɹੴ油ۀ界の஍ڥ؀ٿରࡦ

CC4はʮCBSCPO EJPYJEF CBQUVSF BOE 4UPSBHFʯのུであり、మ、

ηメϯτ、化ֶ、石油ਫ਼੡等の୤୸ૉ化が೉しい෼໺やൃిॴ等から

ഉ出されるCO2を෼཭ճऩおよͼ輸ૹし、஍Լਂくにஷཹすることで、

大ؾ中に์出されるCO2を大幅にݮ࡟しようとするものです。੓෎は

2030年౓ॳ಄からのۀࣄ開始を目ඪとしており、੓෎のʮ先ਐ的CC4

。ըしていますࢀചձࣾもݩʯプロジェΫτには石油ۀࣄ

なお、2024年に成立したCC4ۀࣄ๏にͮجき、ࡁܦ産ۀলは๺ւಓ

಩খ຀ԭおよͼ千༿۝े۝ݝཬԭのಛ定۠Ҭにお͚る۷ࢼをڐՄ

し、ऀۀࣄによる۷ࢼが開始されています。

�.$$4ʢೋࢎԽ୸ૉճऩɾஷཹʣ
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ୈ�ষɹੴ油ۀ界の஍ڥ؀ٿରࡦ

ු、中にഉ出されるとؾ༗機化߹物（7OC）は、ৠൃして大ੑൃش ༡

ঢ়物ࢠཻ （࣭4P.）やޫ化ֶオキシμϯτ（OY）の原Ҽ物࣭となります。

7OCは主にஷଂλϯΫや出ՙ設උからൃ生します。このため、੡油ॴ

や油૧ॴの原油やΨιリϯのλϯΫは、7OCのৠൃを཈੍するためີ

ด構଄のϑローテΟϯάルーϑࣜやイϯφーϑローテΟϯάルーϑࣜ

となっています。また、λϯΫं、λϯΫローリー等の੡඼出ՙ࣌にൃ生

する7OCは、ϕーύーճऩ૷ஔによりճऩされています。

石油࿈盟では、2010年౓までに2000年౓ൺ30ˋݮ࡟を目ඪとした

ࣗ主行ಈܭըをࡦ定し、7OCഉ出཈੍にऔり組Μできました。10年౓

のഉ出量は2000年౓ൺ31ˋのݮ࡟となり目ඪをୡ成しました。その

後もϑΥローアοプをܧଓしており、20年౓にഉ出量が3万UをԼճり、

24年౓には2000年౓ൺ56ˋのݮ࡟となりました。

■石油精製業におけるVOC排出量の推移

出所 : 石油連盟

単位：千t/年

対　　象：原油、ナフサ、ガソリンの貯蔵、出荷に係わるVOC排出量
主な対策：固定屋根式タンクを内部浮屋根式タンクに改造

タンクローリー出荷設備にベーパー回収装置を設置
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■品確法に規定する強制規格

ガソリン 軽　油

項目 満たすべき基準
硫黄分 0.001質量％以下
セタン指数 45以上
蒸留性状
（90％留出温度） 360℃以下

トリグリセリド 0.01質量％以下
脂肪酸メチルエ
ステル（FAME）※2 0.1質量％以下

灯　油 重　油

項目 満たすべき基準
硫黄分 0.008質量％以下
引火点 40℃以上
セーボルト色 +25以上

項目 満たすべき基準
硫黄分※3 0.5質量％以下
無機酸 検出されない

※1 E10対応自動車として道路運送車両法の登録または車両番号の指定を受けている自動車用のガソリンについては、酸素分は「3.7質量％以下」、エタノールは「10体積％以下」として認められている
※2 上記は現在日本で一般的なFAMEを混合しない軽油の場合。FAMEの混合は品確法強制規格として0.1質量％超5.0質量％以下として認められており、その場合、メタノール（0.01質量％以下）、
酸価（0.13mgKOH/g以下）、ぎ酸・酢酸・プロピオン酸（合計0.003質量％以下）、酸化安定性（酸化安定度65分以上または規定の試験法による酸価の増加が0.12mgKOH/g以下）の規定がある

※3 船舶が硫黄酸化物放出低減装置を設置している場合等は、3.5質量％以下とする

項目 満たすべき基準
鉛 検出されない
硫黄分 0.001質量％以下
MTBE 7体積％以下
ベンゼン 1体積％以下
灯油 4体積％以下
メタノール 検出されない
実在ガム 5mg/100mℓ以下
色 オレンジ色
酸素分※1 1.3質量％以下
エタノール※1 3体積％以下

1996年3月຤にಛ定石油੡඼輸入࢑定ાஔ๏（ಛ石๏）がഇࢭさ

れ、石油੡඼の輸入がࣗ༝化されました。このため、すでに世界的に

ܰ、ਫ४であったΘが国のΨιリϯ、౮油ߴ 油の඼࣭を輸入඼におい

ても維持するために、ै དྷのʮൃش油ൢചۀ๏ʯはʮൃش油等の඼࣭の

֬อ等にؔする๏཯ʯ（඼֬๏）にվਖ਼されて、ڥ؀ɾ̓ શ໘からの඼

や輸入ऀۀとして定められ、石油ਫ਼੡੍نが๏的（格ن੍ڧ）४ج࣭

ൢ、ऀۀ ചऀۀにそれらの維持ٛ຿が՝されました。

また、ن੍ڧ格以֎にੑೳ໘の߲目も加えてඪ४的な඼࣭をຬた

していることをࣔす඼࣭ද੍ࣔ౓として、42ϚーΫが導入されました。

当ॳ、ن੍ڧ格は、Ψιリϯにͭいて8߲目、ܰ 油にͭいて3߲目、౮

油にͭいて3߲目でしたが、石油੡඼の輸入ࣗ༝化以߱、当ॳ૝定さ

れていなかった໰୊や৽しいڥ؀対Ԡ೩ྉが出現したことをड͚、

、ߴ格߲目は௥加されていきました。2003年8月にはن ೱ౓アルコール

ؚ༗೩ྉ（શମの50ˋ以上をアルコール෼が占める）の輸入඼に

よるΤϯジϯൃՐ等のނࣄの対ࡦとして、ࢎૉ෼（1�3࣭量ˋ以Լ）、

Τλϊール（3࣭量ˋ以Լ）の2߲目をΨιリϯのن੍ڧ格に௥加し、

一ൠのΨιリϯࣗಈं༻としてߴೱ౓アルコールؚ༗೩ྉをൢച

することがࢭېされました。

07年3月຤には、஍ٿԹஆ化対ࡦへのऔり組みとして行Θれてい

るバイオσΟーθル೩ྉのར༻ڥ؀整උの一؀として、ܰ 油の੍ڧ

́メνルΤステル（'".E）ࢎ๱ࢷ、格にτリάリηリυن か4߲目が

௥加されました。09年2月には、Τλϊール、E5#Eをൃش油（Ψιリ

ϯ）等へࠞ和するۀࣄ （ऀಛ定加ऀۀ޻）のొ࿥੍౓ɾ඼࣭֬ೝ੍

౓も૑設されました。

油౳の඼࣭の֬อ౳ʹؔ͢Δ๏཯ʢ඼֬๏ʣൃش̔.






